
 

平成 25 年６月 24 日 

各   位 

東 京 都 新 宿 区 揚 場 町 2 番 1 号                     

大 興 電 子 通 信 株 式 会 社                       

代表取締役社長   津 玉 高 秀 

                                                  （コード番号８０２３ 東証第二部） 

問合せ先                       
取締役 上席執行役員                

コーポレート本部長 山 寺  光   
（ＴＥＬ０３－３２６６－８１１１） 

 
 

（再訂正）「平成 20 年３月期 決算短信」の一部再訂正について 
 
 

当社は、平成 25 年６月６日付の当社適時開示「調査結果の概算額および決算発表予定日

について」でお知らせしましたとおり、過年度決算短信の再訂正作業を進めてまいりまし

た。 

このたび、平成 20 年５月 15 日付「平成 20 年３月期 決算短信」の再訂正作業が完了し

ましたので、訂正内容についてお知らせします。 

訂正箇所が多数に上るため、訂正前および訂正後の全文をそれぞれ添付し、訂正箇所に

は下線 を付して表示しております。 

 

以 上 

 



 

（財）財務会計基準機構会員【訂正後】 
平成 20 年３月期  決算短信 

 平成 20 年５月 15 日 
上 場 会 社 名  大興電子通信株式会社 上場取引所 東証二部 
コ ー ド 番 号  8023 ＵＲＬ http://www.daikodenshi.jp/ 
代 表 者 (役職名) 代表取締役社長 (氏名) 高橋正道 
問合せ先責任者 (役職名) 執行役員管理本部副本部長 (氏名) 荻田修 TEL(03)3266-8111 
定時株主総会開催予定日 平成 20 年６月 30 日  有価証券報告書提出予定日 平成 20 年６月 30 日 
 

(百万円未満切捨て) 
１．20 年 3 月期の連結業績(平成 19 年４月１日～平成 20 年３月 31 日) 
(1)連結経営成績 （％表示は対前期増減率） 

 売 上 高 営業利益 経常利益 当期純利益 

 

20 年３月期 

19 年３月期 

百万円 

44,791 

42,306 

％ 

5.9 

2.2 

百万円

112

300

％

△62.7

73.2

百万円

112

305

％ 

△63.1 

101.0 

百万円 

△93 

194 

％

－

△22.2
 
 １株当たり 

当期純利益 
潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

自 己 資 本 
当期純利益率 

総 資 産 
経常利益率 

売 上 高 
営業利益率 

 

20 年３月期 

19 年３月期 

円 銭 

△7 51 

15 62 

円 銭

－

－

％

△2.2

4.3

％ 

0.5 

1.3 

％

0.3

0.7 
(参考) 持分法投資損益 20 年３月期 ２百万円 19 年３月期 20 百万円 
 
(2)連結財政状態  

 総 資 産 純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 

20 年３月期 

19 年３月期 

百万円 

22,645 

23,421 

百万円

4,154 

4,537 

％ 

17.9 

19.1 

円 銭 

326 06 

358 91  
(参考) 自己資本 20 年 3 月期  4,062 百万円 19 年 3 月期  4,476 百万円 
 
(3)連結キャッシュ･フローの状況  

 営 業活動に よる 
キャッシュ･フロー 

投 資活動に よる
キャッシュ･フロー

財 務活動に よる 
キャッシュ･フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高

 

20 年３月期 

19 年３月期 

百万円 

△738 

862 

百万円

△60 

△595 

百万円 

792 

△1,185 

百万円

1,233 

1,239 
 
２．配当の状況 

 １株当たり配当金 
配当金総額

（年間） 

配当性向

（連結） 

純資産 

配当率 

（連結） （基準日） 
第 1 

四半期 
中間期末 

第 3 
四半期 

期末 年間 

 

19 年３月期 

20 年３月期 

円 銭 

－ 

－ 

円 銭 

－ 

－ 

円 銭

－

－

円 銭

2 00

－

円 銭

2 00

0 00

百万円 

24 

－ 

％ 

12.8 

－ 

％

0.6

－

21 年３月期 

（予想） 
－ － － － 0 00   －  

 
３．21 年３月期の連結業績予想(平成 20 年４月１日～平成 21 年３月 31 日) 

（％表示は、通期は対前期、第２四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率） 

 
売 上 高 営業利益 経常利益 当期純利益 

1 株当たり

当期純利益

 
第２四半期連結累計期間 

通 期 

百万円 

19,600 

42,300 

％

△11.4

△5.7

百万円

△110

325

％

－

189.8

百万円

△100

356

％

－

216.2

百万円 

△170 

124 

％ 

－ 

－ 

円 銭

△13 64

9 95 
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４．その他 

(1)期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）   有 ・ 無 
 
(2)連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための

基本となる重要な事項の変更に記載されるもの） 

① 会計基準等の改正に伴う変更 有 ・ 無 

② ①以外の変更 有 ・ 無 

(注)詳細は、14 ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」の（会計方針の変更）

をご覧ください。 
 
(3)発行済株式数（普通株式） 

① 期末発行済株式数（自己株式を含む）20 年３月期12,561,219 株 19 年３月期12,561,219 株 

② 期末自己株式           20 年３月期  101,449 株 19 年３月期  88,546 株 

(注)１株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、26ページ「1株当たり

情報」をご覧ください。 

 
（参考）個別業績の概要 
１．20 年３月期の個別業績(平成 19 年４月１日～平成 20 年３月 31 日) 
(1)個別経営成績 （％表示は対前期増減率） 

 売 上 高 営業利益 経常利益 当期純利益 

 

20 年３月期 

19 年３月期 

百万円 

44,463 

41,945 

％ 

6.0 

2.2 

百万円

79

280

％

△71.7

184.3

百万円

85

272

％ 

△68.8 

347.8 

百万円 

△96 

57 

％

－

△72.6
 
 １株当たり 

当期純利益 
潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

 

20 年３月期 

19 年３月期 

円 銭 

△7 74 

4 58 

円 銭

－

－  
(2)個別財政状態  

 総 資 産 純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 

20 年３月期 

19 年３月期 

百万円 

22,376 

23,157 

百万円

3,918 

4,303 

％ 

17.4 

18.6 

円 銭 

311 96 

345 06  
(参考) 自己資本 20 年３月期  3,886 百万円 19 年３月期 4,303 百万円 
 
２．21 年３月期の個別業績予想(平成 20 年４月１日～平成 21 年３月 31 日) 

（％表示は、通期は対前期、第２四半期累計期間は対前年同四半期増減率） 

 
売 上 高 営業利益 経常利益 当期純利益 

1 株当たり

当期純利益

 
第２四半期累計期間 

通 期 

百万円 

19,500 

42,000 

％

△11.3

△5.7

百万円

△100

300

％

－

277.9

百万円

△100

300

％

－

251.7

百万円 

△170 

100 

％ 

－ 

－ 

円 銭

△13 64 

8 03 

 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき算出したものであり、実際の業績は今

後さまざまな要因によって異なる結果となる可能性がありますことをご承知おきください。 

業績予想の前提となる過程及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については 3ページ「１．経営

成績(1)経営成績に関する分析」をご覧下さい。 
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Ⅱ 定性的情報・財務諸表等 

１．経営成績 
(1)経営成績に関する分析 
（当期の経営成績） 

当連結会計年度のわが国経済は、新興国をはじめとする海外経済の拡大に伴う輸出の増加
や、企業収益が高い水準で推移し、景気は緩やかながら回復基調を続けてまいりました。し
かしながら、年度後半にいたり原油等の資源価格の高止まりや円高傾向、米国経済の減速懸
念などにより先行き不透明感が残ることとなりました。 
当情報サービス業界におきましては、このような経済情勢のもと、金融商品取引法の完全

施行に伴うＩＴによる内部統制のさらなる整備が求められる背景から、情報セキュリティ対
策強化やシステム管理運営受託等の情報化投資の需要は概ね順調に推移いたしましたが、お
客様の情報システム導入における要請の多様化や受注獲得競争・価格競争の激化などにより、
経営環境は依然厳しい状況にあります。 
こうした環境のなか、当社グループは成長性の高い中堅企業向けビジネスに経営資源を集

中しながら、お客様の経営価値を高めるソリューション提案に努めるとともに、高品質・高
付加価値の情報サービスを提供することで収益性を高め、企業価値の向上を目指してまいり
ました。また、営業プロセスの見直し、人材教育の充実など中期的な視点に立った施策を継
続的に試み、変化の激しい情報サービス業界での競争力強化を図ってまいりました。 
その結果、当連結会計年度の業績は、受注高 450 億 55 百万円（前期比 104.3％、受注残高

前期末比 ２億 63 百万円増）、売上高 447 億 91 百万円（前期比 105.9％）、営業利益１億 12
百万円（前期比 37.3％）、経常利益は１億 12 百万円（前期比 36.9％）となりました。 
また、特別利益として 14 百万円、特別損失として１百万円を計上するとともに、法人税、

住民税及び事業税１億５百万円を計上した結果、当期純損失は 93 百万円(前期当期純利益１
億 94 百万円)となりました。 
事業部門別の業績は次のとおりであります。 
なお、当社グループは、事業の種類別セグメント情報を開示しておりませんので事業部門

別に記載しております。 
 

期別 
 
部門 

第54期 第55期 
（当連結会計年度） 

 

自 平成18年4月 1日 
至 平成19年3月31日 

 自 平成19年4月 1日 
 至 平成20年3月31日 

前 期 比 

 百万円 百万円 ％
情報通信機器 17,071 18,693 109.5 

   
ｿﾘｭｰｼｮﾝｻｰﾋﾞｽ 25,234 26,098 103.4 

   
合     計 42,306 44,791 105.9 

（注）当連結会計年度の売上における部門別割合は、情報通信機器部門が 41.7％、ソリュ
ーションサービス部門が 58.3％であります。 

 
【情報通信機器部門】 

情報通信機器部門におきましては、第１四半期に発生した公共部門での入札商談マイク
ロソフト社製アプリケーションライセンス 25 億 78 百万円の商談（低利益率）を含め、売
上高は 186 億 93 百万円（前期比 109.5％）と増収になりました。 
 

【ソリューションサービス部門】 

ソリューションサービス部門におきましては、販売管理系ソリューションの商談が低調

でありましたが、特定大型顧客向けのシステム受託開発および運用業務の伸長ならびに生

産管理系の自社ソフト製品を中心とした販売増により、ソフトウェアサービスの売上高は

137 億 92 百万円（前期比 100.0％）となりました。 

また、保守サービスにおきましては、ハードウェアの低価格化に伴う保守料低下による

影響を受け、売上高は 63 億 24 百万円（前期比 97.2％）と減収になりました。 

ネットワーク工事におきましては、オフィス移転サービス等に伴う工事の拡大により、

売上高は 59 億 82 百万円（前期比 121.3％）と増収になりました。 

以上の結果、ソリューションサービス部門の売上高は 260 億 98 百万円（前期比 103.4％）

となりました。 
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（次期の見通し及び会社の対処すべき課題） 

今後の見通しにつきましては、原油等の資源価格の高止まりや円高等の影響により企業の
設備投資が慎重になるなか、先行き不透明な環境が続くと思われます。 

   このような環境のもと、当社グループは付加価値の向上に努め、次のような重点施策を推
進することで利益率の向上を図ってまいります。 
①ビジネスのポートフォリオを見直し、ソフトウェア開発、運用サポートサービスなど付加
価値の高いビジネスへの経営資源の集中を図ります。 

②事業部型の組織を新たに編成し、競争力の高いソリューションビジネスの市場シェアを拡
大し、収益の拡大を目指します。 

③主要顧客との情報化戦略の共有により、顧客生涯価値の拡大による収益の安定を図ります。 
④ＩＴ基盤系技術者を集約し、大規模顧客のテクニカルサポートや運用サービスなどのビジ
ネスの大幅拡大を目指し、収益力を強化してまいります。 

⑤工事および保守ビジネスを統合し、お客様の情報システムのライフサイクルに合わせた最
適なサポートサービスを提供してまいります。 

⑥ハードウェア販売等付加価値の低いビジネスのオペレーションを集中し、効率を上げてま
いります。 

⑦より一層の販売管理費の削減に努め、確実に利益を創出できる基盤を創ってまいります。 
⑧新しい人材育成プログラムを策定し、技術力、提案力、マネジメント力の強化に取り組み
ます。 

 
(2)財政状態に関する分析 
①資産、負債及び純資産の状況 
当連結会計年度末の資産につきましては、長期定期預金を預入れたため現金及び預金が３億

４百万円減少し、売上債権が順調に回収されたため受取手形及び売掛金が７億31百万円減少し、
受注残高の増加に伴いたな卸資産が４億58百万円増加いたしました。また、投資株式の時価下
落等に伴い投資有価証券が１億99百万円減少しております。 

  負債につきましては、年度末における仕入高の減少により支払手形及び買掛金が８億71百万
円減少いたしました。また、借入金が貸出コミットメント契約の実行等により８億24百万円増
加しております。 

  純資産につきましては、投資株式等の時価変動によりその他有価証券評価差額金が２億92百
万円減少いたしました。 

 
②キャッシュ・フローの状況 

  当連結会計年度における「現金及び現金同等物」の期末残高は、前連結会計年度より６百万
円減少し12億33百万円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 
  営業活動によるキャッシュ・フローは７億38百万円の支出（前期 ８億62百万円の収入）で
あり、主にたな卸資産の増加による４億58百万円の支出、及び仕入債務の減少による８億71百
万円の支出によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 
  投資活動によるキャッシュ・フローは60百万円の支出（前期 ５億95百万円の支出）であり、
主にソフトウェア等の取得による41百万円の支出によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 
財務活動によるキャッシュ・フローは７億92百万円の収入（前期 11億85百万円の支出）で

あり、主に新たな借入金が増加したことによるものであります。 
 
 翌連結会計年度においては、事業計画の達成ならびに売上債権の回収強化を通じて営業活動
によるキャッシュ・フローを安定して獲得してまいります。 
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（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移 

 
平成 16 年 

３月期 

平成 17 年 

３月期 

平成 18 年 

３月期 

平成 19 年 

３月期 

平成 20 年

３月期 

自己資本比率（％） 23.3 16.4 19.1 19.1 17.9

時価ベースの自己資本

比率（％） 
12.1 12.4 18.1 14.8 10.5

キャッシュ・フロー対

有利子負債比率 
2.0 ― ― 1.0 ―

インタレスト・カバレ

ッジ・レシオ 
26.0 ― ― 23.9 ―

（注）自己資本比率 ： 自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率 ： 株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率： 有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ ： 営業キャッシュ・フロー／利払い 

※株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（期末自己株式控除後）により算出

しております。 

営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の「営業活動によるキャッ

シュ・フロー」を使用しております。 

有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を払っている全ての負債

を対象としております。 
また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用してお
ります。 

 
(3)利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

当社の利益配分の基本方針は、業績および業績見通しを慎重に検討し、安定的な配当と内
部留保の充実を総合的に勘案して決定することとしております。内部留保資金につきまして
は、財務体質の強化を図りながら顧客満足度を高めるため、高付加価値ビジネスへの戦略投
資に活用することとしております。 
なお、当期の配当につきましては、誠に遺憾ながら無配とさせていただきます。 
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２．企業集団の状況 
当社グループ(当社及び当社の関係会社)は、当社、子会社３社、関連会社１社で構成され

ております。 
当社は、主に富士通株式会社製品(ＯＡ機器、電子計算機、電子通信設備)の販売、賃貸、

設計、施工及び保守、システム・ソフト開発並びに電子計算機の販売仲介を行っております。 
子会社３社は、当社が受注した業務の一部委託を行っております。大興テクノサービス株

式会社は、電子計算機の保守、建物付帯諸設備の施工、保守管理、大興ビジネス株式会社は、
労働者派遣事業、有料職業紹介事業、電子計算機及びソフトウェアの運用管理、株式会社サ
イバーコムは、ソフトウェア開発を行っております。 
関連会社である株式会社大和ソフトウェアリサーチは、各種計算業務の受託、ソフトウェ

ア開発及び富士通株式会社の製品の販売の一部代行を行っております。 
当社グループの事業に係わる位置付け及び事業部門との関連は、次のとおりであります。 
（情報通信機器部門） 
当部門においては、ＯＡ機器、電子計算機、電子交換機、通信機器及びこれらに係わるハ

ードウェア及びソフトウェアの販売を行っております。 
（ソリューションサービス部門） 
当部門においては、システム・ソフトウェア開発、電子計算機・通信機器設備の工事及び

保守、建物付帯諸設備の保守管理等、サービスを提供しております。 
 
事業系統図は次のとおりであります。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

顧  客

ソフトウェアに係る
コンサルティング・
企画・設計・開発・
アフターサービス

情報通信機器および
関連製品の販売

情報通信機器の据付工事・保守
建物付帯諸設備の保守管理

(連結子会社)
大興テクノサービス㈱

(連結子会社)
大興ビジネス㈱
㈱サイバーコム

(持分法適用関連会社)
㈱大和ソフトウェアリサーチ

情報通信機器部門

ソリューションサービス部門

当  社

ソフトウェア

サービス
保守サービス

ネットワーク

工 事
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３．経営方針 
(1)会社の経営の基本方針 

当社グループは、『私たちは、情報サービスを通して「価値あるしくみ」を創造することで、
社会の発展に貢献します。』という経営理念のもと、お客様の経営に役立つ最適な情報システ
ムと高品質なサービスを提供いたします。また、より付加価値の高いビジネスに取組むとと
もに、営業力を強化することで収益性を向上し、企業価値を高め、すべてのステークホルダ
ーから信頼され支持される企業となるべく、グループ全役職員が一丸となって取組んでまい
ります。 

 
(2)目標とする経営指標および中長期的な会社の経営戦略 

当社グループは、「お客様の価値（業績）を高める経営パートナー」となることを目標に、
お客様の企業価値を高める最適なソリューションの提案や高付加価値商品の開発・拡販に努
め、お客様との信頼関係をより強いものにしてまいります。 
そのため、当社グループのコア市場である成長性の高い中堅市場に経営資源を集中させる

とともに、独自のビジネスモデルを創造することで、品質・生産性の向上に努め、収益力の
強化を図ってまいります。 
また、これまで培ってきたスキル・ノウハウの活用と共有による組織力強化に加え、最適

なソリューションを提案できる人材の育成、あわせて外部パートナーとの協業をより積極的
に推進してまいります。 
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４．連結財務諸表 

(1)連結貸借対照表 

構成比

(％)

構成比

(％)

金額

(百万円)

( 資産の部 )

Ⅰ 流動資産

現金及び預金 1,845 1,540 △304

受取手形及び売掛金 12,273 11,541 △731

たな卸資産 4,224 4,683 458

繰延税金資産 341 306  △35

その他 413 167  △245

貸倒引当金 △9 △6  3

  流動資産合計 19,088 81.5 18,232 80.5 △856

Ⅱ 固定資産

有形固定資産

  建物 1,204 1,216

    減価償却累計額 △664 540 △696 519 △20

  工具器具及び備品 69 69

    減価償却累計額 △55 13 △58 11 △1

  土地 815 815 ―

    有形固定資産合計 1,368 5.9 1,346 5.9 △22

無形固定資産

  ソフトウェア 220 167 △52

  のれん 1 ― △1

  その他 42 43 0

    無形固定資産合計 264 1.1 211 1.0 △53

投資その他の資産

  投資有価証券 2,033 1,833 △199

  繰延税金資産 26 91 64

  敷金及び保証金 538 539 0

  その他 198 479 281

  貸倒引当金 △97 △88 8

    投資その他の
    資産合計

2,699 11.5 2,855 12.6 155

    固定資産合計 4,333 18.5 4,412 19.5 79

  資産合計 23,421 100.0 22,645 100.0 △776

前連結会計年度 当連結会計年度 対前期
増減額(平成19年3月31日) (平成20年3月31日)

区分
金額

(百万円)

金額

(百万円)
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構成比

(％)

構成比

(％)

金額

(百万円)

( 負債の部 )

Ⅰ 流動負債

支払手形及び買掛金 8,022 7,151 △871

短期借入金 475 1,442 967

未払費用 435 378 △56

未払法人税等 313 88 △224

未払消費税等 348 318 △30

賞与引当金 508 553 44

製品保証引当金 4 5 1

その他 626 585 △41

  流動負債合計 10,735 45.8 10,523 46.5 △212

Ⅱ 固定負債

長期借入金 352 210 △142

退職給付引当金 7,545 7,607 62

役員退職慰労引当金 208 125 △83

手数料返還引当金 41 24 △17

負ののれん ― 0 0

  固定負債合計 8,148 34.8 7,967 35.2 △180

  負債合計 18,884 80.6 18,491 81.7 △392

( 純資産の部 )

Ⅰ 株主資本

資本金 3,654 15.6 3,654 16.1 ―

資本剰余金 272 1.2 272 1.2 ―

利益剰余金 190 0.8 71 0.3 △118

自己株式 △21 △0.1 △24 △0.1 △3

株主資本合計 4,095 17.5 3,973 17.5 △121

Ⅱ 評価・換算差額等

その他有価証券
評価差額金

385 1.6 92 0.4 △292

繰延ヘッジ損益 △4 △0.0 △3 △0.0 0

評価・換算差額等合計 380 1.6 88 0.4 △292

Ⅲ 新株予約権 ― ― 31 0.1 31

Ⅳ 少数株主持分 60 0.3 59 0.3 △1

  純資産合計 4,537 19.4 4,154 18.3 △383

  負債純資産合計 23,421 100.0 22,645 100.0 △776

(平成19年3月31日) (平成20年3月31日)

区分
金額

(百万円)

金額

(百万円)

対前期
増減額

前連結会計年度 当連結会計年度
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(2)連結損益計算書 

百分比

(％)

百分比

(％)

金額

(百万円)

Ⅰ 売上高 42,306 100.0 44,791 100.0 2,485

Ⅱ 売上原価 35,014 82.8 37,846 84.4 2,831

  売上総利益 7,291 17.2 6,945 15.6 △345

Ⅲ 販売費及び一般管理費 6,990 16.5 6,833 15.3 △157

  営業利益 300 0.7 112 0.3 △188

Ⅳ 営業外収益

受取利息 ― 8

受取配当金 24 24

受取家賃 9 9

受取手数料 8 12

持分法による投資利益 20 2

その他 12 9

  営業外収益計 75 0.2 67 0.1 △8

Ⅴ 営業外費用

支払利息 36 37

組合出資持分損失 11 ―

固定資産除却損 5 1

コミットメントライン
手数料

― 17

その他 17 9

  営業外費用計 71 0.2 66 0.1 △4

  経常利益 305 0.7 112 0.3 △192

Ⅵ 特別利益

投資有価証券売却益 210 ―

手数料返還引当金戻入益 5 4

貸倒引当金戻入益 ― 10

  特別利益計 215 0.5 14 0.0 △201

Ⅶ 特別損失

会員権評価損 ― 1

社葬費用 17 ―

  特別損失計 17 0.0 1 0.0 △15

  税金等調整前
  当期純利益

503 1.2 125 0.3 △377

  法人税､住民税
　及び事業税

368 105

  法人税等調整額 △61 307 0.7 110 216 0.5 △91

  少数株主利益 0 0.0 2 0.0 2

  当期純利益又は､
  当期純損失(△)

194 0.5 △93 △0.2 △288

対前期
増減額 (自 平成18年4月 1日

  至 平成19年3月31日)

 (自 平成19年4月 1日

  至 平成20年3月31日)

区分
金額

(百万円)

金額

(百万円)

前連結会計年度 当連結会計年度
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(3)連結株主資本等変動計算書 
 

前連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

株主資本

資本金
資本

剰余金

利益

剰余金

自己

株式

株主

資本

合計

その他

有価証券

評価

差額金

繰延

ヘッジ

損益

  評価・

  換算

 差額等

  合計

平成18年3月31日残高

              （百万円）
3,654 1,539  △1,271  △18 3,903 646 ―  646 64 4,615 

連結会計年度中の変動額

　欠損填補 (注)   △1,266 1,266  ―      ―  

　当期純利益   194  194     194 

　自己株式の取得     △2  △2      △2 

　株主資本以外の項目

  の連結会計年度中の

　変動額 （純額)

      △261  △4  △265  △3  △269 

　連結会計年度中の

　変動額合計  （百万円）
―   △1,266 1,461  △2 192  △261  △4  △265  △3  △77 

平成19年3月31日残高

　　　　　　  （百万円）
3,654 272 190  △21 4,095 385  △4 380 60 4,537 

評価・換算

差額等

少数株主

持分

純資産

合計

 

 

 (注) 平成 18 年６月 27 日の定時株主総会における損失処理項目であります。 

 

当連結会計年度（自平成19年４月１日 至平成20年３月31日） 

株主資本

資本金
資本

剰余金

利益

剰余金

自己

株式

株主

資本

合計

その他

有価証券

評価

差額金

繰延

ヘッジ

損益

  評価・

  換算

 差額等

  合計

平成19年3月31日残高

              （百万円）
3,654 272 190  △21 4,095 385  △4 380 ― 60 4,537 

連結会計年度中の変動額

  剰余金の配当    △24   △24       △24 

　当期純損失    △93   △93       △93 

　自己株式の取得     △3  △3       △3 

　株主資本以外の項目

  の連結会計年度中の

　変動額 （純額)

      △292 0  △292 31  △1  △261 

　連結会計年度中の

　変動額合計  （百万円）
―  ―   △118  △3  △121  △292 0  △292 31  △1  △383 

平成20年3月31日残高

　　　　　　  （百万円）
3,654 272 71  △24 3,973 92  △3 88 31 59 4,154 

評価・換算

差額等
新株

予約

権

少数

株主

持分

純資産

合計

 

 
  

大興電子通信㈱（8023）平成20年３月期 決算短信

11



 

(4)連結キャッシュ・フロー計算書 

前連結会計年度 当連結会計年度

(自 平成18年4月 1日

 至 平成19年3月31日)

(自 平成19年4月 1日

 至 平成20年3月31日)

金額

(百万円)

金額

(百万円)

金額

(百万円)

Ⅰ 営業活動による
キャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 503 125  △377

減価償却費 135 131  △4

のれん償却額 1 1 ―

賞与引当金の増減額
（△は減少額）

 △8 44 53

貸倒引当金の増減額
（△は減少額）

14  △11  △25

役員退職慰労引当金の増減額
（△は減少額）

5  △83  △88

退職給付引当金の増加額 260 62  △197

受取利息及び受取配当金  △27  △33  △5

支払利息 36 37

持分法による投資利益  △20  △2 18

投資有価証券売却益  △210 ― 210

会員権評価損 ― 1 1

売上債権の減少額 322 744 421

たな卸資産の増加額  △304  △458  △154

仕入債務の増減額
（△は減少額）

356  △871  △1,228

その他 102  △88  △190

  小計 1,167  △400  △1,567

利息及び配当金の受取額 27 32 5

利息の支払額  △36  △39  △3

法人税等の支払額  △295  △331  △35

  営業活動による
  キャッシュ・フロー

862  △738  △1,601

対前期
増減額

区分
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前連結会計年度 当連結会計年度

(自 平成18年4月 1日

 至 平成19年3月31日)

(自 平成19年4月 1日

 至 平成20年3月31日)

金額

(百万円)

金額

(百万円)

金額

(百万円)

Ⅱ 投資活動による
キャッシュ・フロー

定期預金の預入れによる支出  △436  △302 133

定期預金の払戻しによる収入 ― 300 300

投資有価証券取得による支出  △381  △248 132

投資有価証券売却による収入 338 237  △101

有形固定資産取得による支出  △27  △15 11

無形固定資産取得による支出  △107  △41 65

その他 17 10  △7

  投資活動による
  キャッシュ・フロー

 △595  △60 534

Ⅲ 財務活動による
キャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 500 9,160 8,660

短期借入金の返済による支出  △870  △8,160  △7,290

長期借入金の返済による支出  △205  △175 30

社債償還による支出  △420 ― 420

貸付有価証券の受入担保金
による収入

463 ―  △463

貸付有価証券の受入担保金
返済による支出

 △646 ― 646

自己株式売買による収支  △2  △3 △0

配当金の支払額 ―  △24  △24

少数株主への配当金の支払額  △4  △4 ―

  財務活動による
  キャッシュ・フロー

 △1,185 792 1,978

Ⅳ 現金及び現金同等物の減少額  △917  △6 911

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高 2,157 1,239  △917

Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高 1,239 1,233  △6

対前期
増減額

区分
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（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項） 
 前連結会計年度 

（自 平成 18 年４月１日 

     至 平成 19 年３月 31 日） 

当連結会計年度 

（自 平成 19 年４月１日 

       至 平成 20 年３月 31 日） 

１．重要な減価償却資産の減

価償却の方法 

有形固定資産 

定率法によっております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

 建物   ：４～47 年 

 工具器具及び備品 

      ：３～15 年 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

有形固定資産 

定率法によっております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

 建物   ：４～47 年 

 工具器具及び備品 

      ：３～15 年 

（会計方針の変更） 

法人税法の改正に伴い、当連結会計

年度より、平成 19 年４月１日以降に

取得した有形固定資産について、改

正後の法人税法に基づく減価償却の

方法に変更しております。 

なお、これによる損益に与える影響

は軽微であります。 

 （追加情報） 

 法人税法の改正に伴い、当連結会計

年度より、平成 19 年３月 31 日以前

に取得した資産については、改正前

の法人税法に基づく減価償却の方法

の適用により取得価額の５％に到達

した連結会計年度の翌連結会計年度

より、取得価額の５％相当額と備忘

価額との差額を５年間にわたり均等

償却し、減価償却費に含めて計上し

ております。 

なお、これによる損益に与える影響

は軽微であります。 

なお、上記以外の事項については、最近の有価証券報告書（平成 19 年 6 月 27 日提出）における
記載から重要な変更がないため開示を省略しております。 

 

（表示方法の変更） 

連結損益計算書関係 
1.前連結会計年度まで営業外収益の「その他」に含めて表示しておりました「受取利息」は、営

業外収益の総額の 100 分の 10 を超えたため区分掲記いたしました。なお、前連結会計年度に
おける「受取利息」は、２百万円であります。 

2.前連結会計年度まで営業外費用の「その他」に含めて表示しておりました「コミットメントラ
イン手数料」は、営業外費用の総額の 100 分の 10 を超えたため区分掲記いたしました。なお、
前連結会計年度における「コミットメントライン手数料」は４百万円であります。 

3.前連結会計年度まで区分掲記しておりました「組合出資持分損失」（当連結会計年度末残高は
０百万円）は、営業外費用の総額の 100 分の 10 以下となったため、営業外費用の「その他」
に含めて表示しております。 

 
（追加情報） 
 ソフトウェア取引の収益の会計処理に関する実務上の取扱い 
  当連結会計年度より、「ソフトウェア取引の収益の会計処理に関する実務上の取扱い」（企業会

計基準委員会 平成 18 年３月 30 日 実務対応報告第 17 号）を適用しております。なお、これ
による損益に与える影響はありません。 
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（連結財務諸表に関する注記事項） 
１．連結貸借対照表関係  
   19 年 3 月期 20 年 3月期

(1)非連結子会社及び関連会 
社に対する資産・負債 

投資有価証券
 

411 百万円 413 百万円

   19 年 3 月期 20 年 3月期

(2)担保に供している資産 定期預金  590 百万円 290 百万円

 建物  429 百万円 408 百万円

 土地  590 百万円 590 百万円

 投資有価証券  402 百万円 617 百万円

 計  2,012 百万円 1,906 百万円

上記に対する債務額 短期借入金  470 百万円 1,340 百万円

 長期借入金  350 百万円 210 百万円

(3)受 取 手 形 割 引 高  19 年 3月期 20 年 3月期

   201 百万円 ―百万円

(4)財務制限条項 
①平成 17 年７月 29 日締結のシンジケートローン契約（残高 350 百万円）には、下記の財務制
限条項が付されております。 

・各決算期末日における連結及び単体の貸借対照表における従来の資本の部の金額を、平成 17
年3月決算期末日における連結及び単体の貸借対照表における資本の部の金額の75％以上に
維持すること。 

・各決算期末日における連結及び単体の損益計算書における営業損益を二期連続で損失としな
いこと。 

②平成 19年 12 月 28 日締結の貸出コミットメント契約（残高 900 百万円）には、下記の財務
制限条項が付されております。 

   ・各決算期末日における連結及び単体の貸借対照表における純資産の部の合計金額を、平成 19
年３月期末日における連結及び単体の貸借対照表における純資産の部の合計金額の 75%に相
当する金額、または直近の決算期末日における連結及び単体の貸借対照表に記載される純資
産の部の合計金額の 75%に相当する金額のうち、いずれか高い方の金額以上に維持すること。 

   ・各決算期末日における連結及び単体の損益計算書に記載される営業損益を二期連続で損失と
しないこと。 

 
(5)当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行５行と貸出コミットメント契約を締結

しております。これらの契約に基づく当連結会計年度末における借入未実行残高は次のとおり
であります。 

貸出コミットメント契約の総額   1,500 百万円 
借入実行残高                      900 百万円  

差引額                600 百万円 
  

  
２．連結損益計算書関係 

販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額 19年 3月期  20 年 3 月期 
 従業員給料手当 3,068 百万円  3,066 百万円 

 賞与引当金繰入額 256 百万円  290 百万円 
 退職給付費用 467 百万円  341 百万円 
 役員退職慰労引当金繰入額 52 百万円 45 百万円 
 減価償却費 45 百万円  42 百万円 
 貸倒引当金繰入額 14 百万円  ―百万円 
 賃借料 639 百万円  639 百万円 
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３．連結株主資本等変動計算書関係 
前連結会計年度(自 平成 18 年 4 月 1日 至 平成 19 年 3月 31 日) 

(1)発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
前連結会計年度末

株式数(株) 

当連結会計年度 

増加株式数(株) 

当連結会計年度 

減少株式数(株) 

当連結会計年度末

株式数(株) 

発行済株式   

普通株式 12,561,219 ― ― 12,561,219

合計 12,561,219 ― ― 12,561,219

自己株式  

普通株式(注) 78,760 9,786 ― 88,546

合計 78,760 9,786 ― 88,546

(注)普通株式の自己株式数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 
 

(2)新株予約権等に関する事項 
該当事項はありません｡ 

 
(3)配当に関する事項 

①配当金支払額 
該当事項はありません。 

②基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となる
もの 

決議 株式の種類 

配当金 
の総額 

（百万円）
配当の原資

1株当たり

配当額 

(円) 
基準日 効力発生日

平成19年６月27日 

定時株主総会 
普通株式 24 利益剰余金 ２ 

平成19年 

３月31日 

平成19年 

６月28日 

 
当連結会計年度(自 平成 19 年 4 月 1日 至 平成 20 年 3月 31 日) 

(1)発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
前連結会計年度末

株式数(株) 

当連結会計年度 

増加株式数(株) 

当連結会計年度 

減少株式数(株) 

当連結会計年度末

株式数(株) 

発行済株式   

普通株式 12,561,219 ― ― 12,561,219

合計 12,561,219 ― ― 12,561,219

自己株式  

普通株式(注) 88,546 12,903 ― 101,449

合計 88,546 12,903 ― 101,449

(注)普通株式の自己株式数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 
 

(2) 新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権

の目的とな

る株式の種

類 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 
当連結会計

年度末残高

（百万円）

前連結会

計年度末

当連結会計

年度増加

当連結会計 

年度減少 

当連結会 

計年度末 

提出会社 
(親会社) 

ストック・オプション

としての新株予約権 
― ― ― ― ― 31 

合計 ― ― ― ― ― 31 

(注)ストック・オプションとして付与されている新株予約権であるため、目的となる株式の種
類および目的となる株式の数の記載を省略しております。 
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(3)配当に関する事項 
①配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 

平成19年６月27日 

定時株主総会 
普通株式 24 ２ 平成19年３月31日 平成19年６月28日

 
②基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となる
もの 
該当事項はありません。 

 
４．連結キャッシュ･フロー計算書関係 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 
19 年 3月期 20 年 3月期

現金及び預金勘定 1,845 百万円 1,540 百万円

預入期間が 3ヶ月を
超える定期預金 

△605 百万円 △307 百万円

現金及び現金同等物 1,239 百万円 1,233 百万円
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５．リース取引関係 
(1)リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス･リース取引 

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額,減損損失累計額相当額及び期末残高
相当額 

 
 
 

 19 年 3 月期  20 年 3 月期 

 工具器具 ｿﾌﾄ 
合計

 工具器具 ｿﾌﾄ 
合計

 及び備品 ｳｪｱ  及び備品 ｳｪｱ 

取得価額相当額 (百万円) 114 16 130 129 16 145

減価償却累計額相当額 (百万円) 70 11 82 84 13 98

期末残高相当額 (百万円) 43 4 48 44 2 46

②未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

  19 年 3 月期 20 年 3月期

1年内  23 百万円 23 百万円

1年超  47 百万円 51 百万円

合計  71 百万円 74 百万円

③支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額、支払利息相当額及び減

損損失 

 19 年 3月期 20 年 3月期

支払リース料 26 百万円 32 百万円

減価償却費相当額 26 百万円 34 百万円

支払利息相当額 2百万円 3百万円

④減価償却費相当額の算定方法 
リース期間を耐用年数とし、残存価額を 10％と仮定し定率法で計算した額に 10/9 を乗じ
る方法によっております。 

⑤利息相当額の算定方法 
リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方
法については利息法によっております｡ 

 
(2)オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

 19 年 3月期 20 年 3月期

1年内 2百万円 1百万円

1年超 1百万円 ―百万円

合計 3百万円 1百万円

 
(3)減損損失について 

リース資産に配分された減損損失はありません。 
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６．有価証券関係 
 

(1)その他有価証券で時価のあるもの 

区分 

前連結会計年度末 
（平成 19 年 3 月 31 日） 

当連結会計年度末 
（平成 20 年 3 月 31 日） 

取得原価
(百万円)

連結貸借
対照表 
計上額 
(百万円)

差額 
(百万円)

取得原価 
(百万円) 

連結貸借
対照表 
計上額 

(百万円) 

差額 
(百万円)

連結貸借対照表計上額が取
得価額を超えるもの 

      

株式 481 1,179 698 403 760 357 

その他 65 69 3 5 5 0 

小計 547 1,249 702 408 765 357 

連結貸借対照表計上額が 
取得価額を超えないもの 

      

株式 164 137 △   27 428 334 △   94 

その他 59 58 △    1 174 151 △   23 

小計 224 195 △   29 603 485 △  117 

合計 771 1,444 673 1,011 1,251 239 

（注）有価証券の減損にあたっては、個々の銘柄の時価が取得価額に比べて 30％以上下落した場合
には「著しく下落した」ものとし、時価の推移及び発行体の財政状態等の検討により回復可
能性を総合的に判断しております。 

 

(2)前連結会計年度及び当連結会計年度中に売却したその他有価証券 
前連結会計年度末 

（自平成 18 年 4月 1日 至平成 19 年 3月 31 日） 
当連結会計年度末 

（自平成 19 年 4月 1日 至平成 20 年 3月 31 日） 
売却額 
(百万円) 

売却益の合計額 
(百万円) 

売却損の合計額
(百万円) 

売却額 
(百万円) 

売却益の合計額 
(百万円) 

売却損の合計額
(百万円) 

400 210 － － － － 

 
(3)時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

区分 

前連結会計年度末 

（平成 19 年 3 月 31 日） 

当連結会計年度末 

（平成 20 年 3 月 31 日） 

連結貸借対照表計上額（百万円） 連結貸借対照表計上額（百万円） 

非上場株式 490 492 
投資事業有限責任組合に類する

組合への出資 
6 3 

投資事業有限責任組合への出資 91 86 

合計 588 582 
 

(4)その他有価証券のうち満期があるものの連結決算日後における償還予定額 

区分 

前連結会計年度 
（平成 19 年 3 月 31 日） 

当連結会計年度末 
（平成 20 年 3 月 31 日） 

1年以内

(百万円) 

1 年超 

5 年以内 

(百万円) 

5 年超 

10 年以内

(百万円)

10 年超

(百万円)

合計 

(百万円)

1 年以内

(百万円)

1 年超 

5 年以内

(百万円)

5 年超 

10 年以内 

(百万円) 

10 年超

(百万円)

合計 

(百万円)

その他 

 

          

投資信託 － － 39 － 39 － － 67 3 71 

投資事業有限責

任組合に類する

組合への出資 

6 － － － 6 3 － － － 3 

投資事業有限責

任組合への出資 
－ － 91 － 91 － 86 － － 86 
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７．デリバティブ取引関係 
 
前連結会計年度（自平成 18 年 4 月 1日 至平成 19 年 3 月 31 日）及び 

当連結会計年度（自平成 19 年 4 月 1日 至平成 20 年 3 月 31 日） 

該当事項はありません。 

なお、金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので注記の対象

から除いております。 

 

８．退職給付関係 
 
(1)採用している退職給付制度の概要 

当社及び一部連結子会社は、確定給付型の制度として、退職一時金制度を設けております。
また、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合があります。 
当社においては、平成２年８月１日より退職金制度の30％相当額を適格退職年金制度へ移行
しております。 
 

(2)退職給付債務に関する事項 

 平成19年3月31日現在 平成 20 年 3月 31 日現在

退 職 給 付 債 務 △9,077 百万円 △9,091 百万円

年 金 資 産 1,466 百万円 1,230 百万円

未 積 立 退 職 給 付 債 務 △7,611 百万円 △7,860 百万円

会計基準変更時差異の未処理額 ―百万円 ―百万円

未 認 識 数 理 計 算 上 の 差 異 65 百万円 253 百万円

未 認 識 過 去 勤 務 債 務 ―百万円 ―百万円

連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額 純 額 △7,545 百万円 △7,607 百万円

前 払 年 金 費 用 ―百万円 ―百万円

退 職 給 付 引 当 金 △7,545 百万円 △7,607 百万円
 

(3)退職給付費用に関する事項 

 19 年 3 月期  20 年 3 月期

勤 務 費 用 487 百万円  519 百万円

利 息 費 用 239 百万円  188 百万円

期 待 運 用 収 益 △55 百万円  △58 百万円

過 去 勤 務 債 務 の 費 用 処 理 額 ―百万円 ―百万円

数理計算上の差異の費用処理額 224 百万円  △10 百万円

退 職 給 付 費 用 895 百万円  639 百万円
 
(4)退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

①退職給付見込額の期間配分方法 
期間定額基準 

 19 年 3 月期 20年3月期

②割引率 2.2％ 2.2％

③期待運用収益率 4.0％ 4.0％

④過去勤務債務の額の処理年数 
― 

⑤数理計算上の差異の処理年数 
発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(５年)による定額法により按分した
額をそれぞれ発生連結会計年度から費用処理しております。 

⑥会計基準変更時差異の処理年数 
―  
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９．ストック・オプション等関係 

  前連結会計年度（自 平成 18 年４月１日 至 平成 19 年３月 31 日） 

   該当事項はありません。 

 

当連結会計年度（自 平成 19 年４月１日 至 平成 20 年３月 31 日） 

  (1)ストック・オプションに係る当連結会計年度における費用計上額及び科目名 

    売上原価         14 百万円 

    販売費及び一般管理費   16 百万円 

 

  (2)ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

   ①ストック・オプションの内容 

 平成 19 年ストック・オプション 

付与対象者の区分及び人数 当社取締役６名、当社監査役２名及び当社従業員 640 名 

株式の種類別のストック・ 

オプションの数 （注） 
普通株式 1,454,000 株 

付与日 平成 19 年６月 20 日 

権利確定条件 

権利行使時において、当社の取締役、常勤監査役もしくは使

用人の地位にあることを要す。ただし、取締役、監査役が任

期満了により退任した場合、または使用人が定年により退職

した場合、また、当社取締役が正当な理由があると認めた場

合にはこの限りではない。 

対象勤務期間 自平成 19 年６月 20 日 至平成 21 年６月 20 日 

権利行使期間 自平成 21 年６月 21 日 至平成 24 年６月 20 日 

   （注）株式数に換算して記載しております。 
 
   ②ストック・オプションの規模及びその変動状況 
     当連結会計年度（平成 20 年３月期）において存在したストック・オプションを対象とし、

ストック・オプションの数については株式数に換算して記載しております。 
    

ストック・オプションの数 

 平成 19 年ストック・オプション 

権利確定前        （株）  

前連結会計年度末 ― 

付与 1,454,000 

失効 35,000 

権利確定 ― 

未確定残 1,419,000 

権利確定後        （株）  

前連結会計年度末 ― 

権利確定 ― 

権利行使 ― 

失効 ― 

未行使残 ― 

 
単価情報 

 平成 19 年ストック・オプション 

権利行使価格       （円） 289,000 

行使時平均株価      （円） ― 

付与日における公正な評価単価 

             （円）
59,590 
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(3)ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法 

当連結会計年度において付与された平成 19 年ストック・オプションについての公正な評価
単価の見積方法は以下のとおりであります。 

   ①使用した評価技法   ブラック・ショールズ式 
   ②主な基礎数値及び見積方法 

 平成 19 年ストック・オプション 

株価変動性  （注）1 35.2％ 

予想残存期間 （注）2 ３年６ヶ月 

予想配当   （注）3 ２円 

無リスク利子率（注）4 1.27％ 

   （注）1．付与日から予想残存期間 183 週分遡った平成 15 年 12 月 15 日の週からの週次の株価
に基づき算出しております。 

      2．過去に権利行使実績が無く、予想残存期間を合理的に見積もることは困難であるた
め、付与日である平成 19 年 6 月 20 日から権利行使期間の中間点である平成 22 年 12
月 21 日までの期間を用いて算定しております。 

3．平成 19 年３月期の配当実績によっております。 
4．予想残存期間と近似する残存期間の分離国債の複利利回りを用いております。 

 
(4)ストック・オプションの権利確定数の見積方法 
  ストック・オプションの権利付与数から過去２年間の離職率に基づく失効見込数を控除して

計算しております。 

 

10．税効果会計関係 
(1)繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

① 流 動 の 部  19 年 3 月期 20 年 3 月期 

繰 延 税 金 資 産   

賞与引当金損金否認 213 百万円 222 百万円 

た な 卸 資 産 評 価 減  19 百万円 21 百万円 

そ の 他  112 百万円 64 百万円 

 繰 延 税 金 資 産 小 計  345 百万円 309 百万円 

評 価 性 引 当 額  △3百万円 △3百万円 

 繰 延 税 金 資 産 合 計  341 百万円 306 百万円 

 
② 固 定 の 部  19 年 3 月期 20 年 3 月期 

繰 延 税 金 資 産   

退職給付引当金否認 3,071 百万円 3,095 百万円 

役 員 退 職 慰 労
引 当 金 否 認 84 百万円 49 百万円 

そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金

 
13 百万円 49 百万円 

そ の 他  153 百万円 158 百万円 

 繰 延 税 金 資 産 小 計  3,323 百万円 3,353 百万円 

評 価 性 引 当 額  △3,011 百万円 △3,115 百万円 

 繰 延 税 金 資 産 合 計  312 百万円 237 百万円 

繰 延 税 金 負 債   

そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金  △286 百万円 △146 百万円 

 繰 延 税 金 負 債 合 計  △286 百万円 △146 百万円 

繰 延 税 金 資 産
の 純 額      

 
26 百万円 91 百万円 
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(2)法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

 19 年 3 月期 20 年 3 月期 

法 定 実 効 税 率 40.69％ 40.69％ 

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない項目 9.96 37.02 

住 民 税 均 等 割 等 7.41 26.29 

評 価 性 引 当 額 10.53 53.39 

繰 越 欠 損 金 控 除 △1.34 △2.36 

過年度未払法人税等取崩 △5.34 ― 

過 年 度 法 人 税 等 ― 12.39 

そ の 他 △0.75 △0.14 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 61.16％ 172.28％ 

 

11．セグメント情報 

(1)事業の種類別 

前連結会計年度(自 平成 18 年 4 月 1日 至 平成 19 年 3月 31 日)及び 

当連結会計年度(自 平成 19 年 4 月 1日 至 平成 20 年 3月 31 日) 

当社グループは情報通信分野における機器の販売及びサービスの提供を行う単一の事業活

動を営んでいるため、該当事項はありません。 

(2)所在地別セグメント 

前連結会計年度(自 平成 18 年 4 月 1日 至 平成 19 年 3月 31 日)及び 

当連結会計年度(自 平成 19 年 4 月 1日 至 平成 20 年 3月 31 日) 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社がないため、該当事項はありません。 

(3)海外売上高 

前連結会計年度(自 平成 18 年 4 月 1日 至 平成 19 年 3月 31 日)及び 

当連結会計年度(自 平成 19 年 4 月 1日 至 平成 20 年 3月 31 日) 
海外売上高がないため、海外売上高の記載を省略しております。 

 

12．関連当事者との取引 

前連結会計年度(自 平成 18 年 4 月 1日 至 平成 19 年 3月 31 日) 

(1)親会社及び法人主要株主等 

属性 
会社等 
の名称 

住所 
資本金 

(百万円) 
事業の内容

議決権等
の所有 
(被所有)
割合 
(％) 

関係内容 
取引の 
内容 

取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

主要株主 

(会社等) 

富士通 

㈱ 

神奈川県 

川崎市 

中原区 

324,625 

通信システ

ム、情報処理

システム及

び電子デバ

イ ス の 製

造・販売なら

びにこれら

に関するサ

ービスの提

供 

0.01

(直接15.33

間接 ―)

兼任なし

転籍２人

製品の 

販売、 

施工、 

保守及 

びシス 

テムの 

開発 

工事・ 

保守及 

びソフ 

ト売上、 

手数料 

収入 

3,485 売掛金 1,372

製品の 

仕入等 
11,355 買掛金 3,401

(注) 1. 取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

2. 当社は、富士通㈱と富士通パートナー契約を締結しており、取引条件につきましては同契約に基づ

き決定しております。 
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(2)兄弟会社等 

属性 
会社等 
の名称 

住所 
資本金 

(百万円) 
事業の内容

議決権等
の所有 

(被所有)
割合 
(％) 

関係内容 
取引の 
内容 

取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

主要株主 

(会社等) 

の子会社 

富士通 

サポート 

アンド 

サービス 

㈱ 

東京都 

港区 
9,401 

情報システム

の企画・設計、

導入・構築、

運用・保守ま

での総合的な

サービス 

―

(直接 ― 

間接 ―)

兼任なし

転籍なし

工事及

び保守

の請負

工事・保

守収入 
1,750 売掛金 534

主要株主 

(会社等) 

の子会社 

㈱大和総

研 

東京都 

江東区 
3,898 

経済・金融・

証券に係る調

査、コンサル

ティング及び

情報システム

の企画、構築、

保守、運用 

―

(直接 ― 

間接 ―)

兼任なし

転籍なし

工事、シ

ステム

開発及

び保守

の請負

工事・シ

ステム開

発及び保

守収入 

1,670 売掛金 382

主要株主 

(会社等) 

の子会社 

富士通コ

ワーコ㈱ 

東京都 

港区 450 

情報処理機

器、通信機器

および事務機

器ならびにこ

れらに関する

周辺機器、消

耗品等の製

造、販売 

―

(直接 ― 

間接 ―)

兼任なし

転籍なし

製品の

仕入等

製品の仕

入等 
1,444 買掛金 323

(注) 1. 取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

2. 取引条件ないし取引条件の決定方針については、一般取引と同様に決定しております。 

 

当連結会計年度(自 平成 19 年 4 月 1日 至 平成 20 年 3月 31 日) 

(1)親会社及び法人主要株主等 

属性 
会社等 
の名称 

住所 
資本金 

(百万円) 
事業の内容

議決権等
の所有 
(被所有)
割合 
(％) 

関係内容 
取引の 
内容 

取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

主要株主 

(会社等) 

富士通 

㈱ 

神奈川県 

川崎市 

中原区 

324,625 

通信システム、

情報処理シス

テム及び電子

デバイスの製

造・販売ならび

にこれらに関

するサービス

の提供 

0.01

(直接15.33

間接 ―)

兼任なし

転籍２人

製品の販

売、施工、

保守及び

システム

の開発 

工事・ 

保守及 

びソフ 

ト売上、 

手数料 

収入 

3,655 売掛金 1,683

製品の 

仕入等 
10,682 買掛金 3,007

(注) 1. 取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

2. 当社は、富士通㈱と富士通パートナー契約を締結しており、取引条件につきましては同契約に基づ

き決定しております。 
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(2)兄弟会社等 

属性 
会社等 
の名称 

住所 
資本金 

(百万円) 
事業の内容

議決権等
の所有 

(被所有)
割合 
(％) 

関係内容 
取引の 
内容 

取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

主要株主 

(会社等) 

の子会社 

㈱富士通 

エフサス 

東京都 

港区 
9,401 

情報システム

の企画・設計、

導入・構築、運

用・保守までの

総合的なサー

ビス 

―

(直接 ― 

間接 ―)

兼任なし

転籍なし

工事及び

保守の請

負 

工事・保

守収入 
1,394 売掛金 326

主要株主 

(会社等) 

の子会社 

富士通コ

ワーコ㈱ 

東京都 

港区 
450 

情報処理機器、

通信機器およ

び事務機器な

らびにこれら

に関する周辺

機器、消耗品等

の製造、販売

―

(直接 ― 

間接 ―)

兼任なし

転籍なし

製品の仕

入等 

製品の仕

入等 
1,647 買掛金 365

(注) 1. 取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

2. 取引条件ないし取引条件の決定方針については、一般取引と同様に決定しております。 

3. 富士通サポートアンドサービス㈱は、平成19年 7月に㈱富士通エフサスに社名を変更しております。 

 

13．企業結合等 

 該当事項はありません。 
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14．１株当たり情報 

項目 19 年 3 月期 20 年 3 月期 

１株当たり純資産額 358 円 91 銭 326 円 6 銭 

１株当たり当期純利益 
又は当期純損失（△） 

15 円 62 銭 △7円 51 銭 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 潜在株式調整後１株当
たり当期純利益は、潜
在株式が存在しないた
め、記載しておりませ
ん。 

潜在株式調整後１株
当たり当期純利益は、
１株当たり当期純損
失であり、また希薄化
効果を有している潜
在株式が存在しない
ため、記載しておりま
せん。 

 

（注）１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下の通りであります。 

項目 19 年 3 月期 20 年 3 月期 

連結損益計算書上の当期純利益 
又は当期純損失（△） 

194 百万円 △93 百万円 

普通株主に帰属しない金額 ―百万円 ―百万円 

普通株式に係る当期純利益 
又は当期純損失（△） 

194 百万円 △93 百万円 

普通株式の期中平均株式数 12,478,599 株 12,465,496 株 

希薄化効果を有しない為、潜在株式調整
後１株当たり当期純利益の算定に含め
なかった潜在株式の概要 ― 

平成18年６月27日開催の

定時株主総会決議による

新株予約権。 

・新株予約権の数 1,419個

・普通株式  1,419,000株

 

 

15．重要な後発事象 
該当事項はありません。 
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５．個別財務諸表 

(1)貸借対照表 

 

第 54 期 第 55 期 対前期

(平成 19 年 3 月 31 日) (平成 20 年 3 月 31 日) 増減額

区分 金額(百万円) 
構成比

(％) 
金額(百万円) 

構成比

(％) 

金額 

(百万円)

(資産の部)   

Ⅰ 流動資産   

現金及び預金 1,669 1,349  △320

受取手形 276 336  59

売掛金 11,917 11,124  △792

機器及び材料 53 20  △33

仕掛品 4,171 4,665  494

前払費用 126 133  6

未収入金 241 －  △241

繰延税金資産 328 289  △38

その他 41 31  △9

貸倒引当金 △9 △6  3

流動資産合計 18,816 81.3 17,945 80.2 △871

Ⅱ 固定資産   

有形固定資産   

建物 1,202 1,213   

減価償却累計額 △662 539 △694 519  △20

工具器具及び備品 58 59   

減価償却累計額 △48 10 △50 9  △1

土地 815 815  －

有形固定資産合計 1,364 5.9 1,343 6.0 △21

無形固定資産   

借地権 12 12  －

ソフトウェア 220 167  △52

電話加入権 25 25  △0

施設利用権 4 5  0

無形固定資産合計 262 1.1 210 1.0 △52

投資その他の資産   

投資有価証券 1,621 1,420  △201

関係会社株式 550 550  －

破産更生債権等 108 96  △12

長期前払費用 12 7  △4

繰延税金資産 19 90  71

敷金及び保証金 535 536  0

会員権 70 69  △1

長期定期預金 － 300  300

その他 5 3  △1

投資損失引当金 △114 △109  5

貸倒引当金 △97 △88  8
投資その他の 
資産合計 2,713 11.7 2,876 12.8 163

固定資産合計 4,341 18.7 4,431 19.8 89

資産合計 23,157 100.0 22,376 100.0 △781
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第 54 期 第 55 期 対前期

(平成 19 年 3 月 31 日) (平成 20 年 3 月 31 日) 増減額

区分 金額(百万円) 
構成比

(％) 
金額(百万円) 

構成比

(％) 

金額 

(百万円)

(負債の部)   

Ⅰ 流動負債   

買掛金 8,110 7,269  △841

短期借入金 470 1,440  970

未払金 307 178  △128

未払費用 386 340  △46

未払法人税等 312 79  △232

未払消費税等 334 301  △33

前受金 183 284  100

預り金 101 90  △10

前受収益 0 －  △0

賞与引当金 494 511  17

製品保証引当金 4 5  1

その他 20 20  △0

流動負債合計 10,726 46.3 10,520 47.0 △205

Ⅱ 固定負債   

長期借入金 350 210  △140

退職給付引当金 7,540 7,601  61

役員退職慰労引当金 196 101  △94

手数料返還引当金 41 24  △17

固定負債合計 8,127 35.1 7,937 35.5 △190

負債合計 18,853 81.4 18,457 82.5 △396

   

(純資産の部)   

Ⅰ 株主資本   

 資本金 3,654 15.8 3,654 16.3 －

資本剰余金   

 資本準備金 272 272   

資本剰余金合計 272 1.2 272 1.2 －

 利益剰余金   

利益準備金 － 2   

   その他利益剰余金   
      繰越利益剰余金 17 △106   

利益剰余金合計 17 0.1 △103 △0.4 △121

   自己株式 △21 △0.1 △24 △0.1 △3

株主資本合計 3,922 17.0 3,798 17.0 △124

Ⅱ 評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 385 1.6 92 0.4 △292

繰延ヘッジ損益 △4 △0.0 △3 △0.0 0

評価・換算差額等合計 380 1.6 88 0.4 △292

Ⅲ 新株予約権 － － 31 0.1 31

純資産合計 4,303 18.6 3,918 17.5 △385

負債純資産合計 23,157 100.0 22,376 100.0 △781
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(2)損益計算書 

 

第 54 期 第 55 期 
対前期 

増減額 (自 平成 18 年 4月 1 日 
至 平成 19 年 3月 31 日) 

(自 平成 19 年 4月 1 日 
至 平成 20 年 3月 31 日) 

区分 金額(百万円) 
百分比

(％) 
金額(百万円) 

百分比

(％) 

金額 

(百万円)

Ⅰ 売上高   

機器及び工事売上高 41,563 44,126   

手数料収入 382 41,945 100.0 337 44,463 100.0 2,518

Ⅱ 売上原価   

機器及び工事売上原価 34,934 37,781   

手数料収入原価 3 34,938 83.3 － 37,781 85.0 2,842

売上総利益 7,007 16.7 6,682 15.0 △324
Ⅲ 販売費及び一般管理費 6,726 16.0 6,603 14.8 △123

営業利益 280 0.7 79 0.2 △201

Ⅳ 営業外収益   

受取利息 2 8   

有価証券利息 1 0   

受取配当金 32 32   

受取家賃 9 9   

受取手数料 8 12   

雑収入 8 62 0.1 9 72 0.2 9

Ⅴ 営業外費用   

支払利息 34 37   

社債利息 1 －   

組合出資持分損失 11 －   

固定資産除却損 5 1   

ｺﾐｯﾄﾒﾝﾄﾗｲﾝ手数料 － 17   

雑損失 17 70 0.2 9 66 0.2 △4

経常利益 272 0.6 85 0.2 △187

Ⅵ 特別利益   
投資有価証券売却益 210 －   
投資損失引当金戻入益 － 5   
貸倒引当金戻入益 － 10   
手数料返還引当金戻入益 5 215 0.5 4 19 0.0 △196

Ⅶ 特別損失   
投資損失引当金繰入額 114 －   
社葬費用 17 －   

会員権評価損 － 131 0.3 1 1 0.0 △129

税引前当期純利益 356 0.8 103 0.2 △253
法人税､住民税及び事業税 355 92   

法人税等調整額 △55 299 0.7 107 199 0.4 △99
当期純利益又は 
当期純損失（△） 57 0.1 △96 △0.2 △153
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(3)株主資本等変動計算書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）平成 18 年６月 27 日の定時株主総会における損失処理項目であります。 

 

 

評価・換算差額等 

純資産 

合計 

その他 

有価証券 

評価 

差額金 

繰延 

ヘッジ 

損益 

評価・換算

差額等 

合計 

平成 18 年 3月 31 日残高

（百万円） 
646 － 646 4,515

事業年度中の変動額  

 欠損填補（注）  －

 当期純利益  57

 自己株式の取得  △2

 株主資本以外の項目の

事業年度中の変動額

（純額） 

△261 △4 △265 △265

事業年度中の変動額合計 

（百万円）
△261 △4 △265 △211

平成 19 年 3月 31 日残高

（百万円） 
385 △4 380 4,303

前事業年度（自 平成 18 年４月１日  至 平成 19 年３月 31 日）  

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己 

株式 

株主 

資本 

合計 
資本 

準備金

その他

資本 

剰余金

資本 

剰余金

合計 

その他 

利益 

剰余金 利益 

剰余金 

合計 繰越利益

剰余金 

平成 18 年 3月 31 日残高

（百万円） 
3,654 913 625 1,539 △1,306 △1,306 △18 3,868

事業年度中の変動額    

 欠損填補（注）  △640 △625 △1,266 1,266 1,266  －

 当期純利益  57 57  57

 自己株式の取得   △2 △2

 株主資本以外の項目の

事業年度中の変動額

（純額） 

   

事業年度中の変動額合計 

（百万円）
－ △640 △625 △1,266 1,323 1,323 △2 54

平成 19 年 3月 31 日残高

（百万円） 
3,654 272 － 272 17 17 △21 3,922
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当事業年度（自 平成 19 年４月１日  至 平成 20 年３月 31 日）  

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己 

株式 

株主 

資本 

合計 
資本 

準備金

資本 

剰余金

合計 

利益 

準備金

その他 

利益 

剰余金 利益 

剰余金 

合計 
繰越利益

剰余金 

平成 19 年 3月 31 日残高

（百万円） 
3,654 272 272 － 17 17 △21 3,922

事業年度中の変動額    

 剰余金の配当  2 △27 △24  △24

 当期純損失  △96 △96  △96

 自己株式の取得   △3 △3

 株主資本以外の項目の

事業年度中の変動額

（純額） 

   

事業年度中の変動額合計 

（百万円）
－ － － 2 △123 △121 △3 △124

平成 20 年 3月 31 日残高

（百万円） 
3,654 272 272 2 △106 △103 △24 3,798

 

評価・換算差額等 

新株 

予約権

純資産 

合計 

その他 

有価証券 

評価 

差額金 

繰延 

ヘッジ 

損益 

評価・換算

差額等 

合計 

平成 19 年 3月 31 日残高

（百万円） 
385 △4 380 － 4,303 

事業年度中の変動額   

 剰余金の配当  △24 

 当期純損失  △96 

 自己株式の取得  △3 

 株主資本以外の項目の

事業年度中の変動額

（純額） 

△292 0 △292 31 △260 

事業年度中の変動額合計 

（百万円）
△292 0 △292 31 △385 

平成 20 年 3月 31 日残高

（百万円） 
92 △3 88 31 3,918 
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６．その他 

(1)受注および販売の状況 
①連結受注実績 

期別 

 

部門・品目 

前連結会計年度 当連結会計年度 
対前期 

増減率 

(％) 

(18.4.1～19.3.31) (19.4.1～20.3.31) 

受注高
(百万円)

構成比
(％) 

受注高
(百万円)

構成比 
(％) 

情報通信機器 17,136 39.7 18,842 41.8 10.0 

ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン

サ
ー
ビ
ス 

ソフトウェアサービス 13,842 32.0 14,171 31.5 2.4 

保 守 サ ー ビ ス 6,717 15.5 6,145 13.6 △8.5 

ネットワーク工事 5,513 12.8 5,896 13.1 6.9 

小    計 26,072 60.3 26,212 58.2 0.5 

合    計 43,209 100.0 45,055 100.0 4.3 

 
②連結販売実績 

期別 

 

部門・品目 

前連結会計年度 当連結会計年度 
対前期 

増減率 

(％) 

(18.4.1～19.3.31) (19.4.1～20.3.31) 

金額 
(百万円)

構成比
(％) 

金額 
(百万円)

構成比 
(％) 

情報通信機器 17,071 40.4 18,693 41.7 9.5 

ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン

サ
ー
ビ
ス 

ソフトウェアサービス 13,796 32.6 13,792 30.8 △0.0 

保 守 サ ー ビ ス 6,507 15.4 6,324 14.1 △2.8 

ネットワーク工事 4,930 11.6 5,982 13.4 21.3 

小    計 25,234 59.6 26,098 58.3 3.4 

合    計 42,306 100.0 44,791 100.0 5.9 
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(2)役員の異動 
① その他役員の異動 

【退任予定取締役】 
取締役専務執行役員    笛田  肇  〔退任後 顧問（非常勤）〕 
取締役（社外）      山村 信一 

 
【昇格予定取締役】 

     取締役専務執行役員   本横山 勇  〔現 取締役常務執行役員〕 
 

【新任監査役候補】 
監査役（社外）      竹内  朗  〔現 弁護士：国広総合法律事務所ﾊﾟｰﾄﾅｰ〕 

 
【退任予定監査役】 

監査役（社外）       藤野 岸朗 
 

② 就任、退任または異動予定日 
  平成 20 年６月 30 日 
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（財）財務会計基準機構会員【訂正前】 
平成 20 年３月期  決算短信 

 平成 20 年５月 15 日 
上 場 会 社 名  大興電子通信株式会社 上場取引所 東証二部 
コ ー ド 番 号  8023 ＵＲＬ http://www.daikodenshi.jp/ 
代 表 者 (役職名) 代表取締役社長 (氏名) 高橋正道 
問合せ先責任者 (役職名) 執行役員管理本部副本部長 (氏名) 荻田修 TEL(03)3266-8111 
定時株主総会開催予定日 平成 20 年６月 30 日  有価証券報告書提出予定日 平成 20 年６月 30 日 
 

(百万円未満切捨て) 
１．20 年 3 月期の連結業績(平成 19 年４月１日～平成 20 年３月 31 日) 
(1)連結経営成績 （％表示は対前期増減率） 

 売 上 高 営業利益 経常利益 当期純利益 

 

20 年３月期 

19 年３月期 

百万円 

44,791 

42,306 

％ 

5.9 

2.2 

百万円

102

294

％

△65.4

38.1

百万円

102

298

％ 

△65.7 

56.1 

百万円 

△103 

188 

％

－

△34.9
 
 １株当たり 

当期純利益 
潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

自 己 資 本 
当期純利益率 

総 資 産 
経常利益率 

売 上 高 
営業利益率 

 

20 年３月期 

19 年３月期 

円 銭 

△8 32 

15 14 

円 銭

－

－

％

△2.4

4.2

％ 

0.4 

1.3 

％

0.2

0.7 
(参考) 持分法投資損益 20 年３月期 ２百万円 19 年３月期 20 百万円 
 
(2)連結財政状態  

 総 資 産 純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 

20 年３月期 

19 年３月期 

百万円 

22,668 

23,455 

百万円

4,177 

4,571 

％ 

18.0 

19.2 

円 銭 

327 95 

361 61  
(参考) 自己資本 20 年 3月期  4,086 百万円 19 年 3月期  4,510 百万円 
 
(3)連結キャッシュ･フローの状況  

 営 業活動に よる 
キャッシュ･フロー 

投 資活動に よる
キャッシュ･フロー

財 務活動に よる 
キャッシュ･フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高

 

20 年３月期 

19 年３月期 

百万円 

△738 

862 

百万円

△60 

△595 

百万円 

792 

△1,185 

百万円

1,233 

1,239 
 
２．配当の状況 

 １株当たり配当金 
配当金総額

（年間） 

配当性向

（連結） 

純資産 

配当率 

（連結） （基準日） 
第 1 

四半期 
中間期末 

第 3 
四半期 

期末 年間 

 

19 年３月期 

20 年３月期 

円 銭 

－ 

－ 

円 銭 

－ 

－ 

円 銭

－

－

円 銭

2 00

－

円 銭

2 00

0 00

百万円 

24 

－ 

％ 

13.2 

－ 

％

0.5

－

21 年３月期 

（予想） 
－ － － － 0 00   －  

 
３．21 年３月期の連結業績予想(平成 20 年４月１日～平成 21 年３月 31 日) 

（％表示は、通期は対前期、第２四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率） 

 
売 上 高 営業利益 経常利益 当期純利益 

1 株当たり

当期純利益

 
第２四半期連結累計期間 

通 期 

百万円 

19,600 

42,300 

％

△11.4

△5.7

百万円

△110

325

％

－

150.8

百万円

△100

356

％

－

173.7

百万円 

△170 

124 

％ 

－ 

－ 

円 銭

△13 64

9 95 
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４．その他 

(1)期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）   有 ・ 無 
 
(2)連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための

基本となる重要な事項の変更に記載されるもの） 

① 会計基準等の改正に伴う変更 有 ・ 無 

② ①以外の変更 有 ・ 無 

(注)詳細は、14 ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」の（会計方針の変更）

をご覧ください。 
 
(3)発行済株式数（普通株式） 

① 期末発行済株式数（自己株式を含む）20 年３月期12,561,219 株 19 年３月期12,561,219 株 

② 期末自己株式           20 年３月期  101,449 株 19 年３月期  88,546 株 

(注)１株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、26ページ「1株当たり

情報」をご覧ください。 

 
（参考）個別業績の概要 
１．20 年３月期の個別業績(平成 19 年４月１日～平成 20 年３月 31 日) 
(1)個別経営成績 （％表示は対前期増減率） 

 売 上 高 営業利益 経常利益 当期純利益 

 

20 年３月期 

19 年３月期 

百万円 

44,463 

41,945 

％ 

6.0 

2.2 

百万円

69

274

％

△74.8

98.4

百万円

75

266

％ 

△71.8 

164.9 

百万円 

△106 

51 

％

－

△79.4
 
 １株当たり 

当期純利益 
潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

 

20 年３月期 

19 年３月期 

円 銭 

△8 55 

4 10 

円 銭

－

－  
(2)個別財政状態  

 総 資 産 純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 

20 年３月期 

19 年３月期 

百万円 

22,400 

23,191 

百万円

3,942 

4,337 

％ 

17.5 

18.7 

円 銭 

313 85 

347 75  
(参考) 自己資本 20 年３月期  3,910 百万円 19 年３月期 4,337 百万円 
 
２．21 年３月期の個別業績予想(平成 20 年４月１日～平成 21 年３月 31 日) 

（％表示は、通期は対前期、第２四半期累計期間は対前年同四半期増減率） 

 
売 上 高 営業利益 経常利益 当期純利益 

1 株当たり

当期純利益

 
第２四半期累計期間 

通 期 

百万円 

19,500 

42,000 

％

△11.3

△5.7

百万円

△100

300

％

－

209.8

百万円

△100

300

％

－

191.9

百万円 

△170 

100 

％ 

－ 

－ 

円 銭

△13 64 

8 03 

 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき算出したものであり、実際の業績は今

後さまざまな要因によって異なる結果となる可能性がありますことをご承知おきください。 

業績予想の前提となる過程及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については 3ページ「１．経営

成績(1)経営成績に関する分析」をご覧下さい。 
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Ⅱ 定性的情報・財務諸表等 

１．経営成績 
(1)経営成績に関する分析 
（当期の経営成績） 

当連結会計年度のわが国経済は、新興国をはじめとする海外経済の拡大に伴う輸出の増加
や、企業収益が高い水準で推移し、景気は緩やかながら回復基調を続けてまいりました。し
かしながら、年度後半にいたり原油等の資源価格の高止まりや円高傾向、米国経済の減速懸
念などにより先行き不透明感が残ることとなりました。 
当情報サービス業界におきましては、このような経済情勢のもと、金融商品取引法の完全

施行に伴うＩＴによる内部統制のさらなる整備が求められる背景から、情報セキュリティ対
策強化やシステム管理運営受託等の情報化投資の需要は概ね順調に推移いたしましたが、お
客様の情報システム導入における要請の多様化や受注獲得競争・価格競争の激化などにより、
経営環境は依然厳しい状況にあります。 
こうした環境のなか、当社グループは成長性の高い中堅企業向けビジネスに経営資源を集

中しながら、お客様の経営価値を高めるソリューション提案に努めるとともに、高品質・高
付加価値の情報サービスを提供することで収益性を高め、企業価値の向上を目指してまいり
ました。また、営業プロセスの見直し、人材教育の充実など中期的な視点に立った施策を継
続的に試み、変化の激しい情報サービス業界での競争力強化を図ってまいりました。 
その結果、当連結会計年度の業績は、受注高 450 億 55 百万円（前期比 104.3％、受注残高

前期末比 ２億 63 百万円増）、売上高 447 億 91 百万円（前期比 105.9％）、営業利益１億２百
万円（前期比 34.6％）、経常利益は１億２百万円（前期比 34.3％）となりました。 
また、特別利益として 14 百万円、特別損失として１百万円を計上するとともに、法人税、

住民税及び事業税１億５百万円を計上した結果、当期純損失は１億３百万円(前期当期純利
益１億 88 百万円)となりました。 
事業部門別の業績は次のとおりであります。 
なお、当社グループは、事業の種類別セグメント情報を開示しておりませんので事業部門

別に記載しております。 
 

期別 
 
部門 

第54期 第55期 
（当連結会計年度） 

 

自 平成18年4月 1日 
至 平成19年3月31日 

 自 平成19年4月 1日 
 至 平成20年3月31日 

前 期 比 

 百万円 百万円 ％
情報通信機器 17,071 18,693 109.5 

   
ｿﾘｭｰｼｮﾝｻｰﾋﾞｽ 25,234 26,098 103.4 

   
合     計 42,306 44,791 105.9 

（注）当連結会計年度の売上における部門別割合は、情報通信機器部門が 41.7％、ソリュ
ーションサービス部門が 58.3％であります。 

 
【情報通信機器部門】 

情報通信機器部門におきましては、第１四半期に発生した公共部門での入札商談マイク
ロソフト社製アプリケーションライセンス 25 億 78 百万円の商談（低利益率）を含め、売
上高は 186 億 93 百万円（前期比 109.5％）と増収になりました。 
 

【ソリューションサービス部門】 

ソリューションサービス部門におきましては、販売管理系ソリューションの商談が低調

でありましたが、特定大型顧客向けのシステム受託開発および運用業務の伸長ならびに生

産管理系の自社ソフト製品を中心とした販売増により、ソフトウェアサービスの売上高は

137 億 92 百万円（前期比 100.0％）となりました。 

また、保守サービスにおきましては、ハードウェアの低価格化に伴う保守料低下による

影響を受け、売上高は 63 億 24 百万円（前期比 97.2％）と減収になりました。 

ネットワーク工事におきましては、オフィス移転サービス等に伴う工事の拡大により、

売上高は 59 億 82 百万円（前期比 121.3％）と増収になりました。 

以上の結果、ソリューションサービス部門の売上高は 260 億 98 百万円（前期比 103.4％）

となりました。 
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（次期の見通し及び会社の対処すべき課題） 

今後の見通しにつきましては、原油等の資源価格の高止まりや円高等の影響により企業の
設備投資が慎重になるなか、先行き不透明な環境が続くと思われます。 

   このような環境のもと、当社グループは付加価値の向上に努め、次のような重点施策を推
進することで利益率の向上を図ってまいります。 
①ビジネスのポートフォリオを見直し、ソフトウェア開発、運用サポートサービスなど付加
価値の高いビジネスへの経営資源の集中を図ります。 

②事業部型の組織を新たに編成し、競争力の高いソリューションビジネスの市場シェアを拡
大し、収益の拡大を目指します。 

③主要顧客との情報化戦略の共有により、顧客生涯価値の拡大による収益の安定を図ります。 
④ＩＴ基盤系技術者を集約し、大規模顧客のテクニカルサポートや運用サービスなどのビジ
ネスの大幅拡大を目指し、収益力を強化してまいります。 

⑤工事および保守ビジネスを統合し、お客様の情報システムのライフサイクルに合わせた最
適なサポートサービスを提供してまいります。 

⑥ハードウェア販売等付加価値の低いビジネスのオペレーションを集中し、効率を上げてま
いります。 

⑦より一層の販売管理費の削減に努め、確実に利益を創出できる基盤を創ってまいります。 
⑧新しい人材育成プログラムを策定し、技術力、提案力、マネジメント力の強化に取り組み
ます。 

 
(2)財政状態に関する分析 
①資産、負債及び純資産の状況 
当連結会計年度末の資産につきましては、長期定期預金を預入れたため現金及び預金が３億

４百万円減少し、売上債権が順調に回収されたため受取手形及び売掛金が７億31百万円減少し、
受注残高の増加に伴いたな卸資産が４億48百万円増加いたしました。また、投資株式の時価下
落等に伴い投資有価証券が１億99百万円減少しております。 

  負債につきましては、年度末における仕入高の減少により支払手形及び買掛金が８億71百万
円減少いたしました。また、借入金が貸出コミットメント契約の実行等により８億24百万円増
加しております。 

  純資産につきましては、投資株式等の時価変動によりその他有価証券評価差額金が２億92百
万円減少いたしました。 

 
②キャッシュ・フローの状況 

  当連結会計年度における「現金及び現金同等物」の期末残高は、前連結会計年度より６百万
円減少し12億33百万円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 
  営業活動によるキャッシュ・フローは７億38百万円の支出（前期 ８億62百万円の収入）で
あり、主にたな卸資産の増加による４億48百万円の支出、及び仕入債務の減少による８億71百
万円の支出によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 
  投資活動によるキャッシュ・フローは60百万円の支出（前期 ５億95百万円の支出）であり、
主にソフトウェア等の取得による41百万円の支出によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 
財務活動によるキャッシュ・フローは７億92百万円の収入（前期 11億85百万円の支出）で

あり、主に新たな借入金が増加したことによるものであります。 
 
 翌連結会計年度においては、事業計画の達成ならびに売上債権の回収強化を通じて営業活動
によるキャッシュ・フローを安定して獲得してまいります。 
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（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移 

 
平成 16 年 

３月期 

平成 17 年 

３月期 

平成 18 年 

３月期 

平成 19 年 

３月期 

平成 20 年

３月期 

自己資本比率（％） 23.3 16.4 19.1 19.2 18.0

時価ベースの自己資本

比率（％） 
12.1 12.4 18.1 14.7 10.4

キャッシュ・フロー対

有利子負債比率 
2.0 ― ― 1.0 ―

インタレスト・カバレ

ッジ・レシオ 
26.0 ― ― 23.9 ―

（注）自己資本比率 ： 自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率 ： 株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率： 有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ ： 営業キャッシュ・フロー／利払い 

※株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（期末自己株式控除後）により算出

しております。 

営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の「営業活動によるキャッ

シュ・フロー」を使用しております。 

有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を払っている全ての負債

を対象としております。 
また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用してお
ります。 

 
(3)利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

当社の利益配分の基本方針は、業績および業績見通しを慎重に検討し、安定的な配当と内
部留保の充実を総合的に勘案して決定することとしております。内部留保資金につきまして
は、財務体質の強化を図りながら顧客満足度を高めるため、高付加価値ビジネスへの戦略投
資に活用することとしております。 
なお、当期の配当につきましては、誠に遺憾ながら無配とさせていただきます。 
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２．企業集団の状況 
当社グループ(当社及び当社の関係会社)は、当社、子会社３社、関連会社１社で構成され

ております。 
当社は、主に富士通株式会社製品(ＯＡ機器、電子計算機、電子通信設備)の販売、賃貸、

設計、施工及び保守、システム・ソフト開発並びに電子計算機の販売仲介を行っております。 
子会社３社は、当社が受注した業務の一部委託を行っております。大興テクノサービス株

式会社は、電子計算機の保守、建物付帯諸設備の施工、保守管理、大興ビジネス株式会社は、
労働者派遣事業、有料職業紹介事業、電子計算機及びソフトウェアの運用管理、株式会社サ
イバーコムは、ソフトウェア開発を行っております。 
関連会社である株式会社大和ソフトウェアリサーチは、各種計算業務の受託、ソフトウェ

ア開発及び富士通株式会社の製品の販売の一部代行を行っております。 
当社グループの事業に係わる位置付け及び事業部門との関連は、次のとおりであります。 
（情報通信機器部門） 
当部門においては、ＯＡ機器、電子計算機、電子交換機、通信機器及びこれらに係わるハ

ードウェア及びソフトウェアの販売を行っております。 
（ソリューションサービス部門） 
当部門においては、システム・ソフトウェア開発、電子計算機・通信機器設備の工事及び

保守、建物付帯諸設備の保守管理等、サービスを提供しております。 
 
事業系統図は次のとおりであります。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

顧  客

ソフトウェアに係る
コンサルティング・
企画・設計・開発・
アフターサービス

情報通信機器および
関連製品の販売

情報通信機器の据付工事・保守
建物付帯諸設備の保守管理

(連結子会社)
大興テクノサービス㈱

(連結子会社)
大興ビジネス㈱
㈱サイバーコム

(持分法適用関連会社)
㈱大和ソフトウェアリサーチ

情報通信機器部門

ソリューションサービス部門

当  社

ソフトウェア

サービス
保守サービス

ネットワーク

工 事

大興電子通信㈱（8023）平成20年３月期 決算短信

6



 

 
３．経営方針 
(1)会社の経営の基本方針 

当社グループは、『私たちは、情報サービスを通して「価値あるしくみ」を創造することで、
社会の発展に貢献します。』という経営理念のもと、お客様の経営に役立つ最適な情報システ
ムと高品質なサービスを提供いたします。また、より付加価値の高いビジネスに取組むとと
もに、営業力を強化することで収益性を向上し、企業価値を高め、すべてのステークホルダ
ーから信頼され支持される企業となるべく、グループ全役職員が一丸となって取組んでまい
ります。 

 
(2)目標とする経営指標および中長期的な会社の経営戦略 

当社グループは、「お客様の価値（業績）を高める経営パートナー」となることを目標に、
お客様の企業価値を高める最適なソリューションの提案や高付加価値商品の開発・拡販に努
め、お客様との信頼関係をより強いものにしてまいります。 
そのため、当社グループのコア市場である成長性の高い中堅市場に経営資源を集中させる

とともに、独自のビジネスモデルを創造することで、品質・生産性の向上に努め、収益力の
強化を図ってまいります。 
また、これまで培ってきたスキル・ノウハウの活用と共有による組織力強化に加え、最適

なソリューションを提案できる人材の育成、あわせて外部パートナーとの協業をより積極的
に推進してまいります。 
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４．連結財務諸表 

(1)連結貸借対照表 

構成比

(％)

構成比

(％)

金額

(百万円)

( 資産の部 )

Ⅰ 流動資産

現金及び預金 1,845 1,540 △304

受取手形及び売掛金 12,273 11,541 △731

たな卸資産 4,258 4,706 448

繰延税金資産 341 306  △35

その他 413 167  △245

貸倒引当金 △9 △6  3

  流動資産合計 19,122 81.5 18,255 80.5 △866

Ⅱ 固定資産

有形固定資産

  建物 1,204 1,216

    減価償却累計額 △664 540 △696 519 △20

  工具器具及び備品 69 69

    減価償却累計額 △55 13 △58 11 △1

  土地 815 815 ―

    有形固定資産合計 1,368 5.9 1,346 6.0 △22

無形固定資産

  ソフトウェア 220 167 △52

  のれん 1 ― △1

  その他 42 43 0

    無形固定資産合計 264 1.1 211 0.9 △53

投資その他の資産

  投資有価証券 2,033 1,833 △199

  繰延税金資産 26 91 64

  敷金及び保証金 538 539 0

  その他 198 479 281

  貸倒引当金 △97 △88 8

    投資その他の
    資産合計

2,699 11.5 2,855 12.6 155

    固定資産合計 4,333 18.5 4,412 19.5 79

  資産合計 23,455 100.0 22,668 100.0 △786

前連結会計年度 当連結会計年度 対前期
増減額(平成19年3月31日) (平成20年3月31日)

区分
金額

(百万円)

金額

(百万円)
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構成比

(％)

構成比

(％)

金額

(百万円)

( 負債の部 )

Ⅰ 流動負債

支払手形及び買掛金 8,022 7,151 △871

短期借入金 475 1,442 967

未払費用 435 378 △56

未払法人税等 313 88 △224

未払消費税等 348 318 △30

賞与引当金 508 553 44

製品保証引当金 4 5 1

その他 626 585 △41

  流動負債合計 10,735 45.8 10,523 46.4 △212

Ⅱ 固定負債

長期借入金 352 210 △142

退職給付引当金 7,545 7,607 62

役員退職慰労引当金 208 125 △83

手数料返還引当金 41 24 △17

負ののれん ― 0 0

  固定負債合計 8,148 34.7 7,967 35.2 △180

  負債合計 18,884 80.5 18,491 81.6 △392

( 純資産の部 )

Ⅰ 株主資本

資本金 3,654 15.6 3,654 16.1 ―

資本剰余金 272 1.2 272 1.2 ―

利益剰余金 223 0.9 95 0.4 △128

自己株式 △21 △0.1 △24 △0.1 △3

株主資本合計 4,129 17.6 3,997 17.6 △131

Ⅱ 評価・換算差額等

その他有価証券
評価差額金

385 1.6 92 0.4 △292

繰延ヘッジ損益 △4 △0.0 △3 △0.0 0

評価・換算差額等合計 380 1.6 88 0.4 △292

Ⅲ 新株予約権 ― ― 31 0.1 31

Ⅳ 少数株主持分 60 0.3 59 0.3 △1

  純資産合計 4,571 19.5 4,177 18.4 △393

  負債純資産合計 23,455 100.0 22,668 100.0 △786

区分
金額

(百万円)

金額

(百万円)

対前期
増減額

前連結会計年度 当連結会計年度
(平成19年3月31日) (平成20年3月31日)
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(2)連結損益計算書 

百分比

(％)

百分比

(％)

金額

(百万円)

Ⅰ 売上高 42,306 100.0 44,791 100.0 2,485

Ⅱ 売上原価 35,020 82.8 37,856 84.5 2,835

  売上総利益 7,285 17.2 6,935 15.5 △349

Ⅲ 販売費及び一般管理費 6,990 16.5 6,833 15.3 △157

  営業利益 294 0.7 102 0.2 △192

Ⅳ 営業外収益

受取利息 ― 8

受取配当金 24 24

受取家賃 9 9

受取手数料 8 12

持分法による投資利益 20 2

その他 12 9

  営業外収益計 75 0.2 67 0.1 △8

Ⅴ 営業外費用

支払利息 36 37

組合出資持分損失 11 ―

固定資産除却損 5 1

コミットメントライン
手数料

― 17

その他 17 9

  営業外費用計 71 0.2 66 0.1 △4

  経常利益 298 0.7 102 0.2 △196

Ⅵ 特別利益

投資有価証券売却益 210 ―

手数料返還引当金戻入益 5 4

貸倒引当金戻入益 ― 10

  特別利益計 215 0.5 14 0.0 △201

Ⅶ 特別損失

会員権評価損 ― 1

社葬費用 17 ―

  特別損失計 17 0.0 1 0.0 △15

  税金等調整前
  当期純利益

497 1.2 115 0.2 △381

  法人税､住民税
　及び事業税

368 105

  法人税等調整額 △61 307 0.8 110 216 0.4 △91

  少数株主利益 0 0.0 2 0.0 2

  当期純利益又は､
  当期純損失(△)

188 0.4 △103 △0.2 △292

対前期
増減額 (自 平成18年4月 1日

  至 平成19年3月31日)

 (自 平成19年4月 1日

  至 平成20年3月31日)

区分
金額

(百万円)

金額

(百万円)

前連結会計年度 当連結会計年度
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(3)連結株主資本等変動計算書 
 

前連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

株主資本

資本金
資本

剰余金

利益

剰余金

自己

株式

株主

資本

合計

その他

有価証券

評価

差額金

繰延

ヘッジ

損益

  評価・

  換算

 差額等

  合計

平成18年3月31日残高

              （百万円）
3,654 1,539 △1,231 △18 3,943 646 ―  646 64 4,654

連結会計年度中の変動額

　欠損填補 (注)  △1,266 1,266  ―      ―  

　当期純利益   188  188     188

　自己株式の取得    △2 △2     △2

　株主資本以外の項目

  の連結会計年度中の

　変動額 （純額)

     △261 △4 △265 △3 △269

　連結会計年度中の

　変動額合計  （百万円）
―  △1,266 1,455 △2 186 △261 △4 △265 △3 △83

平成19年3月31日残高

　　　　　　  （百万円）
3,654 272 223 △21 4,129 385 △4 380 60 4,571

評価・換算

差額等

少数株主

持分

純資産

合計

 

 

 (注) 平成 18 年６月 27 日の定時株主総会における損失処理項目であります。 

 

当連結会計年度（自平成19年４月１日 至平成20年３月31日） 

株主資本

資本金
資本

剰余金

利益

剰余金

自己

株式

株主

資本

合計

その他

有価証券

評価

差額金

繰延

ヘッジ

損益

  評価・

  換算

 差額等

  合計

平成19年3月31日残高

              （百万円）
3,654 272 223 △21 4,129 385 △4 380 ― 60 4,571

連結会計年度中の変動額

  剰余金の配当   △24  △24      △24

　当期純損失   △103  △103      △103

　自己株式の取得    △3 △3      △3

　株主資本以外の項目

  の連結会計年度中の

　変動額 （純額)

     △292 0 △292 31 △1 △261

　連結会計年度中の

　変動額合計  （百万円）
―  ―  △128 △3 △131 △292 0 △292 31 △1 △393

平成20年3月31日残高

　　　　　　  （百万円）
3,654 272 95 △24 3,997 92 △3 88 31 59 4,177

評価・換算

差額等
新株

予約

権

少数

株主

持分

純資産

合計
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(4)連結キャッシュ・フロー計算書 

前連結会計年度 当連結会計年度

(自 平成18年4月 1日

 至 平成19年3月31日)

(自 平成19年4月 1日

 至 平成20年3月31日)

金額

(百万円)

金額

(百万円)

金額

(百万円)

Ⅰ 営業活動による
キャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 497 115  △381

減価償却費 135 131  △4

のれん償却額 1 1 ―

賞与引当金の増減額
（△は減少額）

 △8 44 53

貸倒引当金の増減額
（△は減少額）

14  △11  △25

役員退職慰労引当金の増減額
（△は減少額）

5  △83  △88

退職給付引当金の増加額 260 62  △197

受取利息及び受取配当金  △27  △33  △5

支払利息 36 37

持分法による投資利益  △20  △2 18

投資有価証券売却益  △210 ― 210

会員権評価損 ― 1 1

売上債権の減少額 322 744 421

たな卸資産の増加額  △307  △448  △140

仕入債務の増減額
（△は減少額）

356  △871  △1,228

その他 112  △88  △200

  小計 1,167  △400  △1,567

利息及び配当金の受取額 27 32 5

利息の支払額  △36  △39  △3

法人税等の支払額  △295  △331  △35

  営業活動による
  キャッシュ・フロー

862  △738  △1,601

対前期
増減額

区分
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前連結会計年度 当連結会計年度

(自 平成18年4月 1日

 至 平成19年3月31日)

(自 平成19年4月 1日

 至 平成20年3月31日)

金額

(百万円)

金額

(百万円)

金額

(百万円)

Ⅱ 投資活動による
キャッシュ・フロー

定期預金の預入れによる支出  △436  △302 133

定期預金の払戻しによる収入 ― 300 300

投資有価証券取得による支出  △381  △248 132

投資有価証券売却による収入 338 237  △101

有形固定資産取得による支出  △27  △15 11

無形固定資産取得による支出  △107  △41 65

その他 17 10  △7

  投資活動による
  キャッシュ・フロー

 △595  △60 534

Ⅲ 財務活動による
キャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 500 9,160 8,660

短期借入金の返済による支出  △870  △8,160  △7,290

長期借入金の返済による支出  △205  △175 30

社債償還による支出  △420 ― 420

貸付有価証券の受入担保金
による収入

463 ―  △463

貸付有価証券の受入担保金
返済による支出

 △646 ― 646

自己株式売買による収支  △2  △3 △0

配当金の支払額 ―  △24  △24

少数株主への配当金の支払額  △4  △4 ―

  財務活動による
  キャッシュ・フロー

 △1,185 792 1,978

Ⅳ 現金及び現金同等物の減少額  △917  △6 911

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高 2,157 1,239  △917

Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高 1,239 1,233  △6

対前期
増減額

区分
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（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項） 
 前連結会計年度 

（自 平成 18 年４月１日 

     至 平成 19 年３月 31 日） 

当連結会計年度 

（自 平成 19 年４月１日 

       至 平成 20 年３月 31 日） 

１．重要な減価償却資産の減

価償却の方法 

有形固定資産 

定率法によっております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

 建物   ：４～47 年 

 工具器具及び備品 

      ：３～15 年 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

有形固定資産 

定率法によっております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

 建物   ：４～47 年 

 工具器具及び備品 

      ：３～15 年 

（会計方針の変更） 

法人税法の改正に伴い、当連結会計

年度より、平成 19 年４月１日以降に

取得した有形固定資産について、改

正後の法人税法に基づく減価償却の

方法に変更しております。 

なお、これによる損益に与える影響

は軽微であります。 

 （追加情報） 

 法人税法の改正に伴い、当連結会計

年度より、平成 19 年３月 31 日以前

に取得した資産については、改正前

の法人税法に基づく減価償却の方法

の適用により取得価額の５％に到達

した連結会計年度の翌連結会計年度

より、取得価額の５％相当額と備忘

価額との差額を５年間にわたり均等

償却し、減価償却費に含めて計上し

ております。 

なお、これによる損益に与える影響

は軽微であります。 

なお、上記以外の事項については、最近の有価証券報告書（平成 19 年 6 月 27 日提出）における
記載から重要な変更がないため開示を省略しております。 

 

（表示方法の変更） 

連結損益計算書関係 
1.前連結会計年度まで営業外収益の「その他」に含めて表示しておりました「受取利息」は、営

業外収益の総額の 100 分の 10 を超えたため区分掲記いたしました。なお、前連結会計年度に
おける「受取利息」は、２百万円であります。 

2.前連結会計年度まで営業外費用の「その他」に含めて表示しておりました「コミットメントラ
イン手数料」は、営業外費用の総額の 100 分の 10 を超えたため区分掲記いたしました。なお、
前連結会計年度における「コミットメントライン手数料」は４百万円であります。 

3.前連結会計年度まで区分掲記しておりました「組合出資持分損失」（当連結会計年度末残高は
０百万円）は、営業外費用の総額の 100 分の 10 以下となったため、営業外費用の「その他」
に含めて表示しております。 

 
（追加情報） 
 ソフトウェア取引の収益の会計処理に関する実務上の取扱い 
  当連結会計年度より、「ソフトウェア取引の収益の会計処理に関する実務上の取扱い」（企業会

計基準委員会 平成 18 年３月 30 日 実務対応報告第 17 号）を適用しております。なお、これ
による損益に与える影響はありません。 
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（連結財務諸表に関する注記事項） 
１．連結貸借対照表関係  
   19 年 3 月期 20 年 3月期

(1)非連結子会社及び関連会 
社に対する資産・負債 

投資有価証券
 

411 百万円 413 百万円

   19 年 3 月期 20 年 3月期

(2)担保に供している資産 定期預金  590 百万円 290 百万円

 建物  429 百万円 408 百万円

 土地  590 百万円 590 百万円

 投資有価証券  402 百万円 617 百万円

 計  2,012 百万円 1,906 百万円

上記に対する債務額 短期借入金  470 百万円 1,340 百万円

 長期借入金  350 百万円 210 百万円

(3)受 取 手 形 割 引 高  19 年 3月期 20 年 3月期

   201 百万円 ―百万円

(4)財務制限条項 
①平成 17 年７月 29 日締結のシンジケートローン契約（残高 350 百万円）には、下記の財務制
限条項が付されております。 

・各決算期末日における連結及び単体の貸借対照表における従来の資本の部の金額を、平成 17
年3月決算期末日における連結及び単体の貸借対照表における資本の部の金額の75％以上に
維持すること。 

・各決算期末日における連結及び単体の損益計算書における営業損益を二期連続で損失としな
いこと。 

②平成 19年 12 月 28 日締結の貸出コミットメント契約（残高 900 百万円）には、下記の財務
制限条項が付されております。 

   ・各決算期末日における連結及び単体の貸借対照表における純資産の部の合計金額を、平成 19
年３月期末日における連結及び単体の貸借対照表における純資産の部の合計金額の 75%に相
当する金額、または直近の決算期末日における連結及び単体の貸借対照表に記載される純資
産の部の合計金額の 75%に相当する金額のうち、いずれか高い方の金額以上に維持すること。 

   ・各決算期末日における連結及び単体の損益計算書に記載される営業損益を二期連続で損失と
しないこと。 

 
(5)当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行５行と貸出コミットメント契約を締結

しております。これらの契約に基づく当連結会計年度末における借入未実行残高は次のとおり
であります。 

貸出コミットメント契約の総額   1,500 百万円 
借入実行残高                      900 百万円  

差引額                600 百万円 
  

  
２．連結損益計算書関係 

販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額 19年 3月期  20 年 3 月期 
 従業員給料手当 3,068 百万円  3,066 百万円 

 賞与引当金繰入額 256 百万円  290 百万円 
 退職給付費用 467 百万円  341 百万円 
 役員退職慰労引当金繰入額 52 百万円 45 百万円 
 減価償却費 45 百万円  42 百万円 
 貸倒引当金繰入額 14 百万円  ―百万円 
 賃借料 639 百万円  639 百万円 
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３．連結株主資本等変動計算書関係 
前連結会計年度(自 平成 18 年 4 月 1日 至 平成 19 年 3月 31 日) 

(1)発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
前連結会計年度末

株式数(株) 

当連結会計年度 

増加株式数(株) 

当連結会計年度 

減少株式数(株) 

当連結会計年度末

株式数(株) 

発行済株式   

普通株式 12,561,219 ― ― 12,561,219

合計 12,561,219 ― ― 12,561,219

自己株式  

普通株式(注) 78,760 9,786 ― 88,546

合計 78,760 9,786 ― 88,546

(注)普通株式の自己株式数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 
 

(2)新株予約権等に関する事項 
該当事項はありません｡ 

 
(3)配当に関する事項 

①配当金支払額 
該当事項はありません。 

②基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となる
もの 

決議 株式の種類 

配当金 
の総額 

（百万円）
配当の原資

1株当たり

配当額 

(円) 
基準日 効力発生日

平成19年６月27日 

定時株主総会 
普通株式 24 利益剰余金 ２ 

平成19年 

３月31日 

平成19年 

６月28日 

 
当連結会計年度(自 平成 19 年 4 月 1日 至 平成 20 年 3月 31 日) 

(1)発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
前連結会計年度末

株式数(株) 

当連結会計年度 

増加株式数(株) 

当連結会計年度 

減少株式数(株) 

当連結会計年度末

株式数(株) 

発行済株式   

普通株式 12,561,219 ― ― 12,561,219

合計 12,561,219 ― ― 12,561,219

自己株式  

普通株式(注) 88,546 12,903 ― 101,449

合計 88,546 12,903 ― 101,449

(注)普通株式の自己株式数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 
 

(2) 新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権

の目的とな

る株式の種

類 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 
当連結会計

年度末残高

（百万円）

前連結会

計年度末

当連結会計

年度増加

当連結会計 

年度減少 

当連結会 

計年度末 

提出会社 
(親会社) 

ストック・オプション

としての新株予約権 
― ― ― ― ― 31 

合計 ― ― ― ― ― 31 

(注)ストック・オプションとして付与されている新株予約権であるため、目的となる株式の種
類および目的となる株式の数の記載を省略しております。 
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(3)配当に関する事項 
①配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 

平成19年６月27日 

定時株主総会 
普通株式 24 ２ 平成19年３月31日 平成19年６月28日

 
②基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となる
もの 
該当事項はありません。 

 
４．連結キャッシュ･フロー計算書関係 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 
19 年 3月期 20 年 3月期

現金及び預金勘定 1,845 百万円 1,540 百万円

預入期間が 3ヶ月を
超える定期預金 

△605 百万円 △307 百万円

現金及び現金同等物 1,239 百万円 1,233 百万円
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５．リース取引関係 
(1)リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス･リース取引 

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額,減損損失累計額相当額及び期末残高
相当額 

 
 
 

 19 年 3 月期  20 年 3 月期 

 工具器具 ｿﾌﾄ 
合計

 工具器具 ｿﾌﾄ 
合計

 及び備品 ｳｪｱ  及び備品 ｳｪｱ 

取得価額相当額 (百万円) 114 16 130 129 16 145

減価償却累計額相当額 (百万円) 70 11 82 84 13 98

期末残高相当額 (百万円) 43 4 48 44 2 46

②未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

  19 年 3 月期 20 年 3月期

1年内  23 百万円 23 百万円

1年超  47 百万円 51 百万円

合計  71 百万円 74 百万円

③支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額、支払利息相当額及び減

損損失 

 19 年 3月期 20 年 3月期

支払リース料 26 百万円 32 百万円

減価償却費相当額 26 百万円 34 百万円

支払利息相当額 2百万円 3百万円

④減価償却費相当額の算定方法 
リース期間を耐用年数とし、残存価額を 10％と仮定し定率法で計算した額に 10/9 を乗じ
る方法によっております。 

⑤利息相当額の算定方法 
リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方
法については利息法によっております｡ 

 
(2)オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

 19 年 3月期 20 年 3月期

1年内 2百万円 1百万円

1年超 1百万円 ―百万円

合計 3百万円 1百万円

 
(3)減損損失について 

リース資産に配分された減損損失はありません。 
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６．有価証券関係 
 

(1)その他有価証券で時価のあるもの 

区分 

前連結会計年度末 
（平成 19 年 3 月 31 日） 

当連結会計年度末 
（平成 20 年 3 月 31 日） 

取得原価
(百万円)

連結貸借
対照表 
計上額 
(百万円)

差額 
(百万円)

取得原価 
(百万円) 

連結貸借
対照表 
計上額 

(百万円) 

差額 
(百万円)

連結貸借対照表計上額が取
得価額を超えるもの 

      

株式 481 1,179 698 403 760 357 

その他 65 69 3 5 5 0 

小計 547 1,249 702 408 765 357 

連結貸借対照表計上額が 
取得価額を超えないもの 

      

株式 164 137 △   27 428 334 △   94 

その他 59 58 △    1 174 151 △   23 

小計 224 195 △   29 603 485 △  117 

合計 771 1,444 673 1,011 1,251 239 

（注）有価証券の減損にあたっては、個々の銘柄の時価が取得価額に比べて 30％以上下落した場合
には「著しく下落した」ものとし、時価の推移及び発行体の財政状態等の検討により回復可
能性を総合的に判断しております。 

 

(2)前連結会計年度及び当連結会計年度中に売却したその他有価証券 
前連結会計年度末 

（自平成 18 年 4月 1日 至平成 19 年 3月 31 日） 
当連結会計年度末 

（自平成 19 年 4月 1日 至平成 20 年 3月 31 日） 
売却額 
(百万円) 

売却益の合計額 
(百万円) 

売却損の合計額
(百万円) 

売却額 
(百万円) 

売却益の合計額 
(百万円) 

売却損の合計額
(百万円) 

400 210 － － － － 

 
(3)時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

区分 

前連結会計年度末 

（平成 19 年 3 月 31 日） 

当連結会計年度末 

（平成 20 年 3 月 31 日） 

連結貸借対照表計上額（百万円） 連結貸借対照表計上額（百万円） 

非上場株式 490 492 
投資事業有限責任組合に類する

組合への出資 
6 3 

投資事業有限責任組合への出資 91 86 

合計 588 582 
 

(4)その他有価証券のうち満期があるものの連結決算日後における償還予定額 

区分 

前連結会計年度 
（平成 19 年 3 月 31 日） 

当連結会計年度末 
（平成 20 年 3 月 31 日） 

1年以内

(百万円) 

1 年超 

5 年以内 

(百万円) 

5 年超 

10 年以内

(百万円)

10 年超

(百万円)

合計 

(百万円)

1 年以内

(百万円)

1 年超 

5 年以内

(百万円)

5 年超 

10 年以内 

(百万円) 

10 年超

(百万円)

合計 

(百万円)

その他 

 

          

投資信託 － － 39 － 39 － － 67 3 71 

投資事業有限責

任組合に類する

組合への出資 

6 － － － 6 3 － － － 3 

投資事業有限責

任組合への出資 
－ － 91 － 91 － 86 － － 86 
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７．デリバティブ取引関係 
 
前連結会計年度（自平成 18 年 4 月 1日 至平成 19 年 3 月 31 日）及び 

当連結会計年度（自平成 19 年 4 月 1日 至平成 20 年 3 月 31 日） 

該当事項はありません。 

なお、金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので注記の対象

から除いております。 

 

８．退職給付関係 
 
(1)採用している退職給付制度の概要 

当社及び一部連結子会社は、確定給付型の制度として、退職一時金制度を設けております。
また、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合があります。 
当社においては、平成２年８月１日より退職金制度の30％相当額を適格退職年金制度へ移行
しております。 
 

(2)退職給付債務に関する事項 

 平成19年3月31日現在 平成 20 年 3月 31 日現在

退 職 給 付 債 務 △9,077 百万円 △9,091 百万円

年 金 資 産 1,466 百万円 1,230 百万円

未 積 立 退 職 給 付 債 務 △7,611 百万円 △7,860 百万円

会計基準変更時差異の未処理額 ―百万円 ―百万円

未 認 識 数 理 計 算 上 の 差 異 65 百万円 253 百万円

未 認 識 過 去 勤 務 債 務 ―百万円 ―百万円

連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額 純 額 △7,545 百万円 △7,607 百万円

前 払 年 金 費 用 ―百万円 ―百万円

退 職 給 付 引 当 金 △7,545 百万円 △7,607 百万円
 

(3)退職給付費用に関する事項 

 19 年 3 月期  20 年 3 月期

勤 務 費 用 487 百万円  519 百万円

利 息 費 用 239 百万円  188 百万円

期 待 運 用 収 益 △55 百万円  △58 百万円

過 去 勤 務 債 務 の 費 用 処 理 額 ―百万円 ―百万円

数理計算上の差異の費用処理額 224 百万円  △10 百万円

退 職 給 付 費 用 895 百万円  639 百万円
 
(4)退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

①退職給付見込額の期間配分方法 
期間定額基準 

 19 年 3 月期 20年3月期

②割引率 2.2％ 2.2％

③期待運用収益率 4.0％ 4.0％

④過去勤務債務の額の処理年数 
― 

⑤数理計算上の差異の処理年数 
発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(５年)による定額法により按分した
額をそれぞれ発生連結会計年度から費用処理しております。 

⑥会計基準変更時差異の処理年数 
―  

 

大興電子通信㈱（8023）平成20年３月期 決算短信

20



 

９．ストック・オプション等関係 

  前連結会計年度（自 平成 18 年４月１日 至 平成 19 年３月 31 日） 

   該当事項はありません。 

 

当連結会計年度（自 平成 19 年４月１日 至 平成 20 年３月 31 日） 

  (1)ストック・オプションに係る当連結会計年度における費用計上額及び科目名 

    売上原価         14 百万円 

    販売費及び一般管理費   16 百万円 

 

  (2)ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

   ①ストック・オプションの内容 

 平成 19 年ストック・オプション 

付与対象者の区分及び人数 当社取締役６名、当社監査役２名及び当社従業員 640 名 

株式の種類別のストック・ 

オプションの数 （注） 
普通株式 1,454,000 株 

付与日 平成 19 年６月 20 日 

権利確定条件 

権利行使時において、当社の取締役、常勤監査役もしくは使

用人の地位にあることを要す。ただし、取締役、監査役が任

期満了により退任した場合、または使用人が定年により退職

した場合、また、当社取締役が正当な理由があると認めた場

合にはこの限りではない。 

対象勤務期間 自平成 19 年６月 20 日 至平成 21 年６月 20 日 

権利行使期間 自平成 21 年６月 21 日 至平成 24 年６月 20 日 

   （注）株式数に換算して記載しております。 
 
   ②ストック・オプションの規模及びその変動状況 
     当連結会計年度（平成 20 年３月期）において存在したストック・オプションを対象とし、

ストック・オプションの数については株式数に換算して記載しております。 
    

ストック・オプションの数 

 平成 19 年ストック・オプション 

権利確定前        （株）  

前連結会計年度末 ― 

付与 1,454,000 

失効 35,000 

権利確定 ― 

未確定残 1,419,000 

権利確定後        （株）  

前連結会計年度末 ― 

権利確定 ― 

権利行使 ― 

失効 ― 

未行使残 ― 

 
単価情報 

 平成 19 年ストック・オプション 

権利行使価格       （円） 289,000 

行使時平均株価      （円） ― 

付与日における公正な評価単価 

             （円）
59,590 
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(3)ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法 

当連結会計年度において付与された平成 19 年ストック・オプションについての公正な評価
単価の見積方法は以下のとおりであります。 

   ①使用した評価技法   ブラック・ショールズ式 
   ②主な基礎数値及び見積方法 

 平成 19 年ストック・オプション 

株価変動性  （注）1 35.2％ 

予想残存期間 （注）2 ３年６ヶ月 

予想配当   （注）3 ２円 

無リスク利子率（注）4 1.27％ 

   （注）1．付与日から予想残存期間 183 週分遡った平成 15 年 12 月 15 日の週からの週次の株価
に基づき算出しております。 

      2．過去に権利行使実績が無く、予想残存期間を合理的に見積もることは困難であるた
め、付与日である平成 19 年 6 月 20 日から権利行使期間の中間点である平成 22 年 12
月 21 日までの期間を用いて算定しております。 

3．平成 19 年３月期の配当実績によっております。 
4．予想残存期間と近似する残存期間の分離国債の複利利回りを用いております。 

 
(4)ストック・オプションの権利確定数の見積方法 
  ストック・オプションの権利付与数から過去２年間の離職率に基づく失効見込数を控除して

計算しております。 

 

10．税効果会計関係 
(1)繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

① 流 動 の 部  19 年 3 月期 20 年 3 月期 

繰 延 税 金 資 産   

賞与引当金損金否認 213 百万円 222 百万円 

た な 卸 資 産 評 価 減  19 百万円 21 百万円 

そ の 他  112 百万円 64 百万円 

 繰 延 税 金 資 産 小 計  345 百万円 309 百万円 

評 価 性 引 当 額  △3百万円 △3百万円 

 繰 延 税 金 資 産 合 計  341 百万円 306 百万円 

 
② 固 定 の 部  19 年 3 月期 20 年 3 月期 

繰 延 税 金 資 産   

退職給付引当金否認 3,071 百万円 3,095 百万円 

役 員 退 職 慰 労
引 当 金 否 認 84 百万円 49 百万円 

そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金

 
13 百万円 49 百万円 

そ の 他  153 百万円 158 百万円 

 繰 延 税 金 資 産 小 計  3,323 百万円 3,353 百万円 

評 価 性 引 当 額  △3,011 百万円 △3,115 百万円 

 繰 延 税 金 資 産 合 計  312 百万円 237 百万円 

繰 延 税 金 負 債   

そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金  △286 百万円 △146 百万円 

 繰 延 税 金 負 債 合 計  △286 百万円 △146 百万円 

繰 延 税 金 資 産
の 純 額      

 
26 百万円 91 百万円 
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(2)法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

 19 年 3 月期 20 年 3 月期 

法 定 実 効 税 率 40.69％ 40.69％ 

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない項目 10.08 40.26 

住 民 税 均 等 割 等 7.50 28.59 

評 価 性 引 当 額 13.25 63.50 

繰 越 欠 損 金 控 除 △1.36 △2.56 

過年度未払法人税等取崩 △5.40 ― 

過 年 度 法 人 税 等 ― 13.47 

そ の 他 △2.85 3.40 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 61.91％ 187.35％ 

 

11．セグメント情報 

(1)事業の種類別 

前連結会計年度(自 平成 18 年 4 月 1日 至 平成 19 年 3月 31 日)及び 

当連結会計年度(自 平成 19 年 4 月 1日 至 平成 20 年 3月 31 日) 

当社グループは情報通信分野における機器の販売及びサービスの提供を行う単一の事業活

動を営んでいるため、該当事項はありません。 

(2)所在地別セグメント 

前連結会計年度(自 平成 18 年 4 月 1日 至 平成 19 年 3月 31 日)及び 

当連結会計年度(自 平成 19 年 4 月 1日 至 平成 20 年 3月 31 日) 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社がないため、該当事項はありません。 

(3)海外売上高 

前連結会計年度(自 平成 18 年 4 月 1日 至 平成 19 年 3月 31 日)及び 

当連結会計年度(自 平成 19 年 4 月 1日 至 平成 20 年 3月 31 日) 
海外売上高がないため、海外売上高の記載を省略しております。 

 

12．関連当事者との取引 

前連結会計年度(自 平成 18 年 4 月 1日 至 平成 19 年 3月 31 日) 

(1)親会社及び法人主要株主等 

属性 
会社等 
の名称 

住所 
資本金 

(百万円) 
事業の内容

議決権等
の所有 
(被所有)
割合 
(％) 

関係内容 
取引の 
内容 

取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

主要株主 

(会社等) 

富士通 

㈱ 

神奈川県 

川崎市 

中原区 

324,625 

通信システ

ム、情報処理

システム及

び電子デバ

イ ス の 製

造・販売なら

びにこれら

に関するサ

ービスの提

供 

0.01

(直接15.33

間接 ―)

兼任なし

転籍２人

製品の 

販売、 

施工、 

保守及 

びシス 

テムの 

開発 

工事・ 

保守及 

びソフ 

ト売上、 

手数料 

収入 

3,485 売掛金 1,372

製品の 

仕入等 
11,355 買掛金 3,401

(注) 1. 取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

3. 当社は、富士通㈱と富士通パートナー契約を締結しており、取引条件につきましては同契約に基づ

き決定しております。 
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(2)兄弟会社等 

属性 
会社等 
の名称 

住所 
資本金 

(百万円) 
事業の内容

議決権等
の所有 

(被所有)
割合 
(％) 

関係内容 
取引の 
内容 

取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

主要株主 

(会社等) 

の子会社 

富士通 

サポート 

アンド 

サービス 

㈱ 

東京都 

港区 
9,401 

情報システム

の企画・設計、

導入・構築、

運用・保守ま

での総合的な

サービス 

―

(直接 ― 

間接 ―)

兼任なし

転籍なし

工事及

び保守

の請負

工事・保

守収入 
1,750 売掛金 534

主要株主 

(会社等) 

の子会社 

㈱大和総

研 

東京都 

江東区 
3,898 

経済・金融・

証券に係る調

査、コンサル

ティング及び

情報システム

の企画、構築、

保守、運用 

―

(直接 ― 

間接 ―)

兼任なし

転籍なし

工事、シ

ステム

開発及

び保守

の請負

工事・シ

ステム開

発及び保

守収入 

1,670 売掛金 382

主要株主 

(会社等) 

の子会社 

富士通コ

ワーコ㈱ 

東京都 

港区 450 

情報処理機

器、通信機器

および事務機

器ならびにこ

れらに関する

周辺機器、消

耗品等の製

造、販売 

―

(直接 ― 

間接 ―)

兼任なし

転籍なし

製品の

仕入等

製品の仕

入等 
1,444 買掛金 323

(注) 1. 取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

2. 取引条件ないし取引条件の決定方針については、一般取引と同様に決定しております。 

 

当連結会計年度(自 平成 19 年 4 月 1日 至 平成 20 年 3月 31 日) 

(1)親会社及び法人主要株主等 

属性 
会社等 
の名称 

住所 
資本金 

(百万円) 
事業の内容

議決権等
の所有 
(被所有)
割合 
(％) 

関係内容 
取引の 
内容 

取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

主要株主 

(会社等) 

富士通 

㈱ 

神奈川県 

川崎市 

中原区 

324,625 

通信システム、

情報処理シス

テム及び電子

デバイスの製

造・販売ならび

にこれらに関

するサービス

の提供 

0.01

(直接15.33

間接 ―)

兼任なし

転籍２人

製品の販

売、施工、

保守及び

システム

の開発 

工事・ 

保守及 

びソフ 

ト売上、 

手数料 

収入 

3,655 売掛金 1,683

製品の 

仕入等 
10,682 買掛金 3,007

(注) 1. 取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

2. 当社は、富士通㈱と富士通パートナー契約を締結しており、取引条件につきましては同契約に基づ

き決定しております。 
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(2)兄弟会社等 

属性 
会社等 
の名称 

住所 
資本金 

(百万円) 
事業の内容

議決権等
の所有 

(被所有)
割合 
(％) 

関係内容 
取引の 
内容 

取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

主要株主 

(会社等) 

の子会社 

㈱富士通 

エフサス 

東京都 

港区 
9,401 

情報システム

の企画・設計、

導入・構築、運

用・保守までの

総合的なサー

ビス 

―

(直接 ― 

間接 ―)

兼任なし

転籍なし

工事及び

保守の請

負 

工事・保

守収入 
1,394 売掛金 326

主要株主 

(会社等) 

の子会社 

富士通コ

ワーコ㈱ 

東京都 

港区 
450 

情報処理機器、

通信機器およ

び事務機器な

らびにこれら

に関する周辺

機器、消耗品等

の製造、販売

―

(直接 ― 

間接 ―)

兼任なし

転籍なし

製品の仕

入等 

製品の仕

入等 
1,647 買掛金 365

(注) 1. 取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

4. 取引条件ないし取引条件の決定方針については、一般取引と同様に決定しております。 

5. 富士通サポートアンドサービス㈱は、平成19年 7月に㈱富士通エフサスに社名を変更しております。 

 

13．企業結合等 

 該当事項はありません。 
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14．１株当たり情報 

項目 19 年 3 月期 20 年 3 月期 

１株当たり純資産額 361 円 61 銭 327 円 95 銭 

１株当たり当期純利益 
又は当期純損失（△） 

15 円 14 銭 △8円 32 銭 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 潜在株式調整後１株当
たり当期純利益は、潜
在株式が存在しないた
め、記載しておりませ
ん。 

潜在株式調整後１株
当たり当期純利益は、
１株当たり当期純損
失であり、また希薄化
効果を有している潜
在株式が存在しない
ため、記載しておりま
せん。 

 

（注）１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下の通りであります。 

項目 19 年 3 月期 20 年 3 月期 

連結損益計算書上の当期純利益 
又は当期純損失（△） 

188 百万円 △103 百万円 

普通株主に帰属しない金額 ―百万円 ―百万円 

普通株式に係る当期純利益 
又は当期純損失（△） 

188 百万円 △103 百万円 

普通株式の期中平均株式数 12,478,599 株 12,465,496 株 

希薄化効果を有しない為、潜在株式調整
後１株当たり当期純利益の算定に含め
なかった潜在株式の概要 ― 

平成18年６月27日開催の

定時株主総会決議による

新株予約権。 

・新株予約権の数 1,419個

・普通株式  1,419,000株

 

 

15．重要な後発事象 
該当事項はありません。 
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５．個別財務諸表 

(1)貸借対照表 

 

第 54 期 第 55 期 対前期

(平成 19 年 3 月 31 日) (平成 20 年 3 月 31 日) 増減額

区分 金額(百万円) 
構成比

(％) 
金額(百万円) 

構成比

(％) 

金額 

(百万円)

(資産の部)   

Ⅰ 流動資産   

現金及び預金 1,669 1,349  △320

受取手形 276 336  59

売掛金 11,917 11,124  △792

機器及び材料 53 20  △33

仕掛品 4,204 4,689  484

前払費用 126 133  6

未収入金 241 －  △241

繰延税金資産 328 289  △38

その他 41 31  △9

貸倒引当金 △9 △6  3

流動資産合計 18,850 81.3 17,968 80.2 △881

Ⅱ 固定資産   

有形固定資産   

建物 1,202 1,213   

減価償却累計額 △662 539 △694 519  △20

工具器具及び備品 58 59   

減価償却累計額 △48 10 △50 9  △1

土地 815 815  －

有形固定資産合計 1,364 5.9 1,343 6.0 △21

無形固定資産   

借地権 12 12  －

ソフトウェア 220 167  △52

電話加入権 25 25  △0

施設利用権 4 5  0

無形固定資産合計 262 1.1 210 1.0 △52

投資その他の資産   

投資有価証券 1,621 1,420  △201

関係会社株式 550 550  －

破産更生債権等 108 96  △12

長期前払費用 12 7  △4

繰延税金資産 19 90  71

敷金及び保証金 535 536  0

会員権 70 69  △1

長期定期預金 － 300  300

その他 5 3  △1

投資損失引当金 △114 △109  5

貸倒引当金 △97 △88  8
投資その他の 
資産合計 2,713 11.7 2,876 12.8 163

固定資産合計 4,341 18.7 4,431 19.8 89

資産合計 23,191 100.0 22,400 100.0 △791
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第 54 期 第 55 期 対前期

(平成 19 年 3 月 31 日) (平成 20 年 3 月 31 日) 増減額

区分 金額(百万円) 
構成比

(％) 
金額(百万円) 

構成比

(％) 

金額 

(百万円)

(負債の部)   

Ⅰ 流動負債   

買掛金 8,110 7,269  △841

短期借入金 470 1,440  970

未払金 307 178  △128

未払費用 386 340  △46

未払法人税等 312 79  △232

未払消費税等 334 301  △33

前受金 183 284  100

預り金 101 90  △10

前受収益 0 －  △0

賞与引当金 494 511  17

製品保証引当金 4 5  1

その他 20 20  △0

流動負債合計 10,726 46.3 10,520 47.0 △205

Ⅱ 固定負債   

長期借入金 350 210  △140

退職給付引当金 7,540 7,601  61

役員退職慰労引当金 196 101  △94

手数料返還引当金 41 24  △17

固定負債合計 8,127 35.0 7,937 35.4 △190

負債合計 18,853 81.3 18,457 82.4 △396

   

(純資産の部)   

Ⅰ 株主資本   

 資本金 3,654 15.8 3,654 16.3 －

資本剰余金   

 資本準備金 272 272   

資本剰余金合計 272 1.2 272 1.2 －

 利益剰余金   

利益準備金 － 2   

   その他利益剰余金   
      繰越利益剰余金 51 △82   

利益剰余金合計 51 0.2 △80 △0.3 △131

   自己株式 △21 △0.1 △24 △0.1 △3

株主資本合計 3,956 17.1 3,821 17.1 △134

Ⅱ 評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 385 1.6 92 0.4 △292

繰延ヘッジ損益 △4 △0.0 △3 △0.0 0

評価・換算差額等合計 380 1.6 88 0.4 △292

Ⅲ 新株予約権 － － 31 0.1 31

純資産合計 4,337 18.7 3,942 17.6 △395

負債純資産合計 23,191 100.0 22,400 100.0 △791
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(2)損益計算書 

 

第 54 期 第 55 期 
対前期 

増減額 (自 平成 18 年 4月 1 日 
至 平成 19 年 3月 31 日) 

(自 平成 19 年 4月 1 日 
至 平成 20 年 3月 31 日) 

区分 金額(百万円) 
百分比

(％) 
金額(百万円) 

百分比

(％) 

金額 

(百万円)

Ⅰ 売上高   

機器及び工事売上高 41,563 44,126   

手数料収入 382 41,945 100.0 337 44,463 100.0 2,518

Ⅱ 売上原価   

機器及び工事売上原価 34,940 37,791   

手数料収入原価 3 34,944 83.3 － 37,791 85.0 2,846

売上総利益 7,001 16.7 6,672 15.0 △328
Ⅲ 販売費及び一般管理費 6,726 16.0 6,603 14.8 △123

営業利益 274 0.7 69 0.2 △205

Ⅳ 営業外収益   

受取利息 2 8   

有価証券利息 1 0   

受取配当金 32 32   

受取家賃 9 9   

受取手数料 8 12   

雑収入 8 62 0.1 9 72 0.2 9

Ⅴ 営業外費用   

支払利息 34 37   

社債利息 1 －   

組合出資持分損失 11 －   

固定資産除却損 5 1   

ｺﾐｯﾄﾒﾝﾄﾗｲﾝ手数料 － 17   

雑損失 17 70 0.2 9 66 0.2 △4

経常利益 266 0.6 75 0.2 △191

Ⅵ 特別利益   
投資有価証券売却益 210 －   
投資損失引当金戻入益 － 5   
貸倒引当金戻入益 － 10   
手数料返還引当金戻入益 5 215 0.5 4 19 0.0 △196

Ⅶ 特別損失   
投資損失引当金繰入額 114 －   
社葬費用 17 －   

会員権評価損 － 131 0.3 1 1 0.0 △129

税引前当期純利益 350 0.8 93 0.2 △257
法人税､住民税及び事業税 355 92   

法人税等調整額 △55 299 0.7 107 199 0.4 △99
当期純利益又は 
当期純損失（△） 51 0.1 △106 △0.2 △157
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(3)株主資本等変動計算書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）平成 18 年６月 27 日の定時株主総会における損失処理項目であります。 

 

 

評価・換算差額等 

純資産 

合計 

その他 

有価証券 

評価 

差額金 

繰延 

ヘッジ 

損益 

評価・換算

差額等 

合計 

平成 18 年 3月 31 日残高

（百万円） 
646 － 646 4,555

事業年度中の変動額  

 欠損填補（注）  －

 当期純利益  51

 自己株式の取得  △2

 株主資本以外の項目の

事業年度中の変動額

（純額） 

△261 △4 △265 △265

事業年度中の変動額合計 

（百万円）
△261 △4 △265 △217

平成 19 年 3月 31 日残高

（百万円） 
385 △4 380 4,337

前事業年度（自 平成 18 年４月１日  至 平成 19 年３月 31 日）  

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己 

株式 

株主 

資本 

合計 
資本 

準備金

その他

資本 

剰余金

資本 

剰余金

合計 

その他 

利益 

剰余金 利益 

剰余金 

合計 繰越利益

剰余金 

平成 18 年 3月 31 日残高

（百万円） 
3,654 913 625 1,539 △1,266 △1,266 △18 3,908

事業年度中の変動額    

 欠損填補（注）  △640 △625 △1,266 1,266 1,266  －

 当期純利益  51 51  51

 自己株式の取得   △2 △2

 株主資本以外の項目の

事業年度中の変動額

（純額） 

   

事業年度中の変動額合計 

（百万円）
－ △640 △625 △1,266 1,317 1,317 △2 48

平成 19 年 3月 31 日残高

（百万円） 
3,654 272 － 272 51 51 △21 3,956
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当事業年度（自 平成 19 年４月１日  至 平成 20 年３月 31 日）  

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己 

株式 

株主 

資本 

合計 
資本 

準備金

資本 

剰余金

合計 

利益 

準備金

その他 

利益 

剰余金 利益 

剰余金 

合計 
繰越利益

剰余金 

平成 19 年 3月 31 日残高

（百万円） 
3,654 272 272 － 51 51 △21 3,956

事業年度中の変動額    

 剰余金の配当  2 △27 △24  △24

 当期純損失  △106 △106  △106

 自己株式の取得   △3 △3

 株主資本以外の項目の

事業年度中の変動額

（純額） 

   

事業年度中の変動額合計 

（百万円）
－ － － 2 △134 △131 △3 △134

平成 20 年 3月 31 日残高

（百万円） 
3,654 272 272 2 △82 △80 △24 3,821

 

評価・換算差額等 

新株 

予約権

純資産 

合計 

その他 

有価証券 

評価 

差額金 

繰延 

ヘッジ 

損益 

評価・換算

差額等 

合計 

平成 19 年 3月 31 日残高

（百万円） 
385 △4 380 － 4,337 

事業年度中の変動額   

 剰余金の配当  △24 

 当期純損失  △106 

 自己株式の取得  △3 

 株主資本以外の項目の

事業年度中の変動額

（純額） 

△292 0 △292 31 △260 

事業年度中の変動額合計 

（百万円）
△292 0 △292 31 △395 

平成 20 年 3月 31 日残高

（百万円） 
92 △3 88 31 3,942 
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６．その他 

(1)受注および販売の状況 
①連結受注実績 

期別 

 

部門・品目 

前連結会計年度 当連結会計年度 
対前期 

増減率 

(％) 

(18.4.1～19.3.31) (19.4.1～20.3.31) 

受注高
(百万円)

構成比
(％) 

受注高
(百万円)

構成比 
(％) 

情報通信機器 17,136 39.7 18,842 41.8 10.0 

ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン

サ
ー
ビ
ス 

ソフトウェアサービス 13,842 32.0 14,171 31.5 2.4 

保 守 サ ー ビ ス 6,717 15.5 6,145 13.6 △8.5 

ネットワーク工事 5,513 12.8 5,896 13.1 6.9 

小    計 26,072 60.3 26,212 58.2 0.5 

合    計 43,209 100.0 45,055 100.0 4.3 

 
②連結販売実績 

期別 

 

部門・品目 

前連結会計年度 当連結会計年度 
対前期 

増減率 

(％) 

(18.4.1～19.3.31) (19.4.1～20.3.31) 

金額 
(百万円)

構成比
(％) 

金額 
(百万円)

構成比 
(％) 

情報通信機器 17,071 40.4 18,693 41.7 9.5 

ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン

サ
ー
ビ
ス 

ソフトウェアサービス 13,796 32.6 13,792 30.8 △0.0 

保 守 サ ー ビ ス 6,507 15.4 6,324 14.1 △2.8 

ネットワーク工事 4,930 11.6 5,982 13.4 21.3 

小    計 25,234 59.6 26,098 58.3 3.4 

合    計 42,306 100.0 44,791 100.0 5.9 
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(2)役員の異動 
① その他役員の異動 

【退任予定取締役】 
取締役専務執行役員    笛田  肇  〔退任後 顧問（非常勤）〕 
取締役（社外）      山村 信一 

 
【昇格予定取締役】 

     取締役専務執行役員   本横山 勇  〔現 取締役常務執行役員〕 
 

【新任監査役候補】 
監査役（社外）      竹内  朗  〔現 弁護士：国広総合法律事務所ﾊﾟｰﾄﾅｰ〕 

 
【退任予定監査役】 

監査役（社外）       藤野 岸朗 
 

② 就任、退任または異動予定日 
  平成 20 年６月 30 日 
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